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1 は じめに

 本稿では新古典派生産理論に基づき、資産財別産業別資本サービス価格を1960-92年 にわたって計測す
ることを 目的とす る。特 に我 が国の企業税制 として法人税、事業税、取得税、固定資産税 、また優遇税制

として引当金 ・準備金、特別償却などの税体系の考慮、また土地資産、資本収益率の扱いなどを考察する1。

 新古典派生産理論の具現化のためには、資本サー ビス価格の計測が不可欠であるV生 産体系の具現化は、
双対アプローチによって数量側からの把握としての生産関数と、価格側からの把握としての価格関数(あ
るいは費用関数)に よっている。資本サービス価格の推計は後者のアブローチを想定しているのみでなく

、
前者のアプローチの際にも必要なものである2。いずれのアプローチをとるにせよ 「資本」変数は、直接的
に観察されない仮説的なものであるとい う点で、他の変数との性質を大きく異にしてお り、事後的に観察

可能な限られた諸変数からの複合的な仮説を伴いながら帰属計算をおこなわざるを得ない。現実には、企
業所得、資本財の取得あるいは保有に関する複雑な税体系および各種優遇税制が、企業の生産技術体系の
選択、投資行動に影響を与え、観測 される資本財取得価格や資本所得はその影響下における値であるとい

える。また特に我が国においては有形固定資産に占める再生産不可能有形固定資産である土地の割合は大

きく、その考慮の有無によって資本サービス価格に大きな影響を与える。また新古典派理論の適用の範囲
によっても仮説を異にする要素もある。資本収益率にっいてみれば、産業間均等化を仮定するのか、ある
いは産業別に資本財間均等化を仮定するかは、先験的には決定できない問題である。

 よって本稿では、税体系の考慮、資本収益率、土地ス トックの体系への導入等における資本サービス価
格 の計測結果によって比較検討 をお こな う。以下では、は じめに資本サー ビスの理論的展開 として数量側

、
価格側か らの整理をお こない、第3節 で我が国の税体系を考慮 した際の資本サー ビス価格の展 開の拡張 を

お こな う。その図式 に沿って第4節 では具体的な各種実効税率の推計、第5節 では資本サー ビス価格の計測

にあたっての資本ス トック量 あるいはサー ビス量にっいての留意点や各種変数にっいて述べ る
。計測 され

た資本サー ビス価格、資本収益率の推移を通 じて上記の各種問題 にっいて第6節 で比較検討 し
、また若干

の税制に関するシミュレー シ ョンと計測結果 の報告 をお こな うことにす る
、

1我が国の資本サぜ ス儲 の推訛ま
、軛[・ 幡 よび黜 ・吉岡[岬 ・よっておこなわれており、本稿劬 法論もそれに沿った

欝 懃 驫 騰 錨 籬㌫ 塾鐶 纛 灘 鷺齢 讚 よび償却率推諮 税体系の見直し・颶税制

驫灘谿讐懺鷺黠驚撫濤欝雛騫鶸驚諺1藁鑞欝1窯無輔蓑韆
彎翻 舗 謦難 羅 漏 諡晶籍[贓男!～ご・齶鍵黜 ・蟄B贈9鞴 隅 黜 、1・1
黥 瓣 協鵬 鸛 お膿魏リ冠客論 鍛 婆緲 紫 夥撃嬲 鸛蘭韜惣 膨 諺

譱鹸繕編羅難鱸灘i欝躍樋鱒靉難縛難欝擁講鵡
(資産集計)産 業別資本所得 と整合的に資本サービス価格の計測をおこなう必要性がある

、
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2 資 本 サ ー1ビ ス の 双 対 ア プ ロ ー チ

 ここでは資本サービス量と資本サービス価格の両面から、各資本財の設備年齢を考慮したvilltage lnodel
において整理す ることで、は じめに税制 を考慮 しない もとでの資本サー ビス価格の導 出をお こな う3

。

 いまt期 におけるブ産業にっいての一般的な生産関数を考え、生産要素としての資本サー ビス投入という
部分集合 を、弱分離可能性(weak separability)を 仮定 して独立 に扱い、

          廨=堰(κ 払 κ～ゴ,一・,κ汐ゴ,…,κめ  CJユ,…,rrt.)     (1)

とい う麻重類 の資本サー ビスについて一一次 同次の集計 関数を考 える。 このよ うに表す ためには、villtage

lnodelで は更に同様 にk;資本サー ビスにおいて、異な る設備年齢(age)の(資 本財か ら提供 され る)資 本

サー ビスをその要素 として、一次同次 の集計 関数、

        礁 駅 礁 昭 一 κ底り σ一・一m一,一 ・,・・ra)  (2)

を仮定 していることになる。1鷲 孝は、t.期において .1産業の投入す るTの 設備年齢 をもっ た資本サー ビスで

ある。 この各年齢 の資本サー ビスの集計関数を、(以 下のよ うによく定義す ることによって)完 全代替を仮

定することができ、

            κ汐ゴーΣ 鳩 σ一1,…'1"1'1,,kI-1,…,n)    (3)

単純和集計によって表す。ここでt期 における設備年齢Tの λ資 本サービスとこの資本サービスをもた らす

資本財初期投資量A廻.に 次のような関係を仮定する。

        礁 一卿 孕雌 。)一φ塚 之多(ブ ー1,…,η ・一,一1,…,・t)  (4)

"Tjは 相 対 的効 率性 の分布(relative e$icieiicy distributionあ る い は物理 的 償却 関数)で あ り
、

       d言ゴー1,d孕L d拿之・≦ ・,1111 CIT"r-iOQゴー ・(ブ ー1,…,m,,同 …,n)  (5)

とす る。aTゴは設備年齢Tの 経過に伴 う効率性 を示 してお り、 Age-EHiciellcy Pronleと 呼ばれ ている(典 型

的な分布 については後に示す)。 資本財別 にこの効率性 の分布をよく定義す ることによって、共通の能力

単位で設備年齢 の異なる資本財を定義す ることができ、よって(3)式 が成 立す る。 また(5)式 でのφ炉は資

本サー ビス量への変換係数 であ り、資本ス トック量π解(d紅4廻 .に よって定義 され る)と は区別 してい る

(この意味は新古典派仮説 との対応で困難性 を保 有 してお り、第5.1節 で検討 する)。 資本 ス トック量につ

いても異なる設備年齢の資本財で完全代替を仮定することができ、単純和集計によって1訪ゴが求められる。
また各資本財にっいての質的調整後の投資財デフレーターを画

,t.とすると、各期間の新規名目投資額は、

                    ψ 誠,謹 ゴ        (6)

によって表される・ψ(オー195卜92)はわれわれの固定資本マ トリックス1こ、飽 同95卜92)が 固韻 本
ス トックマ トリックス に対応す る。 ここで、ある設備年齢Tに お ける前期か らの相対的効率性 の減少分の分

布(inortaユity distribution)を 定義すると(以 下ではk ,jは省略)、

              m・;一(dT-SIT-1) (・=1,2,…)      (7)

3生 産要素としての資本躙 してあ双対アブ6こ ケは
、H・11[fi]、 J。,g。n,。n[・11[121によってなされてお り、ここ一Cもそ碾 開1こ

従っている。ただし実際の計測との対応で、本節の資本ス トック量とフロー概念である資本サービス量を区別している
。
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とな り、(5)よ り'mTは 非 負 値 を と り、 またΣ 萼
1 m.=1で あ る。 mortality distributionを 定 義 す る こと

に よっ て、 前期 にお け る生 産能 力 を保 っ た め の補 填 投 資 比 率 の分 布(replacelllallet distributio
n)を 逐 次

的 に求 め る ことがで き 、

             sT=?72・"T-1+rrz2bT一 ・ヨ …+m・ δ・ (T一 ・,2.・一)    (8)

となる4。補填されるべきは、すでに補填投資されているものの生産能力の減少分に対する補填投資を含ん

だ ものである5。(3)、(4)式 を用いて、t 1期 か らt期 へ の資本ス トック量の増加分は次の ようになる。

                h't一 ・Fit一・ 一rlt-1・ Σ(d・d。 一・凪 一T

                           T-1

                       一 ん 一Σ⊃,rraTAt-T

                       =ん 一R.t          (9)

右辺第2項 はt期 においての能力減少分であ り、t-1期 の資本サー ビス量を保っために必要 とす る補填投

資分(Rt)を 表 してい るとい える。 R,tはrepl㏄emellt distributiぐ)nを用いて考 えるな らば
、過去の純投資

量 に対 して補填投資率 を乗 じて、

         Rt=δ ・(ん 一r R・一・)+6・(ん 一・_Rt、)+h、(fit.一 、 Rt一 、)+…

           一 ST7=1(ht一 ..T Lt-T一・)             (10)

と表現で きる。 ここでBest GeometriぐAppr()ach(以 下ではBGAと 呼ぶ)を すなわち効 率性 の減少分

(mortaユity)に 関 して幾何分布(ge()lnetric distrihuticnt)を 仮定すれば6、補填投資率bTは 定数δとなるの

で7、(10)式 は、

                       R.t=δ κト1                      (11)

とな り、t.一1期 の資 本 ス トックを構成 す る資 本財 の設 備 年齢構 成 とは独 立 にt期 の補 填 投 資 を導 出で き る

ことに な る。 この性 質 に よって 、poly1N)111ial-bellcllmark approacllに よっ て物 理 的償 却率 を推計 す る際 に

塩轆顯饗轄罫鑼熱蟻黝釁i雛著難繋軽繍i撫舗鰭聯論
追鞠 韈 蹴 謙 灘 飜 蘿講 ～甜 、艚 繍;下 懿 飜 纏 麟 獄・y;(1))・

              0     1     2      3                                         丁   __
                                           dr(1)  do(=二1)

(2)    0

②    0

(3)    0

   dl
一(di-1)

   YILI

   'mi

    d2
一(dz-di)

   ')>t2

   7rt 1

  十7}L2

    d3
一(di-dz)

   ))t3

   1111

  十nzz

  十ηL3

(4) U ηL1δ0  ,nzisi

十ηL2δo

  Sz

一(d .r-d.r -i)

  ΣL1物

(4) U
16

 7γL1δ2

十?}L2δ1    …

一{一1)Z」360

  bi

 Tt=1 nat bT二t

6丁

黠艦轜鑾鑼讖響挈騨灘難徽脇翻編鱗 蹴轍
 6Feldsteiu and Rothschild[5】 は補 填 投資 に つ いて 、 こ の一 定率 の補填 投 資 とい う仮 定 は資本 の劣 化(deterioration)に お いて

蹴 騫 濃 鋸 嶺熟 繍 鴇1繕 謙 欝 穿器 瓢 ㌶ 宰總 している・BGAは…つの近似で
7典 型 的 嬾 却 パ タ 』 ン に つ い て

・ ・el・・i・e effi・i・n・y(d.r)、 in・1・・li・y('1)t.r)、 ・epl。cel。en・ 伽 の 分 布 型 は 次 の よ う1.な る
。
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は、ベンチマークとなる 「国富調査」における資本ス トックの設備年齢構成に依存することなく償却率を

推計でき、また逆に恒久棚卸法によって資本ス トック量を積み上げる際にも設備年齢構戒 とは無関係に推

計が可能 となる。

 次に双対的関係によってt期 におけるん資本サービスブ産業の資本サービス価格については(2)式 に対応
して 、

       PK:t一 理(P銘 ・・,P箆 ち・,…kjK,t.,T)(j=1,…,m;k,=1;・ ・,n) (12)

とい う価格関数 を考 えることができ、異なる設備年齢の資本サービスにっいて完全代替を仮定 している(あ

るいは逆に言 うと、異な る設備年齢の資本サー ビスが同質的であると考 えられ るまで効率性( "T)を よ く

定義 してい る)の で(3)式 に対応 して資本サー ビス価格は、

           艦 一P艶 ち。讖 ち。C.1=1,…,m, k,一1,…,n)   (]3)

と、新製品の資本財から提供される資本サービス価格として表 され、資本サービス量1単 位当たりでは資
本サービス価格はその設備年齢に関係なく等しくなる。以下を現在価値で展開するために、各価格につい

て割引価格9を 、

                   fit.一n癒P・  ' (14)
として定義す ると、t期(末)に お ける資本財取得価格(勘

.t)は 異時点間の裁定によ り(以 下k,jは省略)、

                  9A・一Σd。9細 。+・         (15)

(現在価値に割 り引いた)将 来の資本サービス価格とそのときの相対的効率性の積の和となる。よって同様
にt期(末)に おける設備年齢 望・の資本財取得価格は、

                 9帥 一 "T+v-K,f+。+・         (・6)

となる(9'A,t=σAちo)。(13)式 で表 され るように、資本サービス価格については設備年齢Tを 持つ資本サー

ビス価格 と新製品の資本サー ビス価格は均等化す る、,しか しある時点 において同 じ1単 位 の資本サー ビス

をもた らす資本財 の価値(資 本財取得価格)は 必ず しも均等化せず、その取得価格は償却パター ンに依存

して将来 もた らす資本サー ビスフローに規定 されることになる。1単 位の資本財 取得価格 が均等化す るの

はAge-E$iciency Profileに おいて対数加法性が成立 しているときのみであ り、ある設備年齢 を持っ資本財

取得価格 と新製品の資本財取得価格の比 として表わ され る取得価格 と設備年齢の分布 をAge -Price Profile

と呼ぶことに しよ う。

 ここでは、(15)式 を用いて新製品の資本サー ビス価格 を導出す る。(9)式 と同様 にt-1期 か らt期 へ
の差分は次のようになる。

            Q'A,t-9A伺 一 一卿 一Σ(・1一 ・1。一1)伽+。

                        丁一1

                  一 一9x,t+Σm・ 伽+T

  一   .                    =  }(lx,t十9D,t.                           (ユ7)

oue-hors shay

 (sudden death)
straight line

geoinetric

    d.T

1  (7'=0,・ ・',一戸 一1)一 一

〇 (T=T)

1一'rT (7一=b,・ ・7
,T-1)

U    (T=T)

(1一 δ)丁 (丁=U,…)

一

一

1)

一

〇

1

1
T

6(1一

 (7・=0?一 一 ・,T二1)

 (T=T)

  (7'一1,… ,T)

6(1一 δ)1アー1  (7一=i,一 「=・)

    sT

I(丁=一T.2Tヂ

0   (7幽≠T,2T.,・

δ〔,=1

is

S t_1 (T=1,・

s
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よって同 じ1単 位の資本財 を考 えると、t期 における資本財取得価格はt-1に おける資本財取得価格か ら、
その資本財 を利 用することによって期中に得 ることができる純収益(資 本サー ビス価値か ら減価償却分を

除いた もの)を 差 し引いたものに等 しい ことになる。(17)式 に(14)式 を代入 して各々の時点の価格 で評価

し直す と、資本サー ビス量1単 位 当た りの資本サー ビス価格は次のよ うになる
。

             頭 際+矯 一拠繋 ≠一1)PA・  (18)
ここで減価償却分 を先の物理的償却 に対 して経済的償却 と呼ぶ ことにす ると、それは(10)式 に対応 して

replacement distributionを 用いて、

               9D,t.一一bT(9飾 一9A・+T-1)      (19)
                   T-1

と表わされる。先と同様にBGAを 仮定すると経済的償却は(]4) 、(]9)式 より、

                    PD,ド6PA・          (20)

となり・BGAの 仮定のもとでは(11)式 における物理的償却に対応する補填投資率と経済的償却に対応す

る減価償却率は・相対的効率性の減少率6と して一致することになる。よってこの仮定のもとでは先の資本
サービス価格は、(18)、(20)式 より次のように導出される。

              蝋 艦1+δ 一拠留,但麹   (2ユ)
第3節 では税制を考慮 した もとで(21)式 の拡張をお こな うが、資本 ス トックの能力の側面 と価値 の側面の

比較のために・物理 的償却 におけるAge-E$icieiicy Profileに 対応 して、経済的償却 において(設 備年齢 と

資本財取得価格 にっいての)Age-Price Profileの 具体的な分布 を考 えてみ よ う。 BGAの 仮定の もとでは

(15)、(16)式 よ り、設備年齢?・の資本財取得価格 と新品の資本財取得価格は次のよ うな関係 を持つ。

                   pA,t.,v一(1-h)定'PA・         (22)

よって先 にみ た よ うにBGAを 仮 定す れ ばAge-Pri(eProfileはAg(㍉EHiciellcy Pr面leと 一 致す るが
、他 の

償却パ ター ンを考 え る とよ り複雑 にな る。割 引率及 蜥 耐用年 数 を適 当に与 えた もとでcxie 一一lions shay型 及 び

straight line型 に つ い て この分布 を描 くと、図1の よ うに な る8
。 Age-EfHciellcy ProHleと の 相違 として 注

目すべ きは、Age-Price Profileで はone-boss shay型 は 凹 関数 とな り、straight line型 は 凸 関数 となっ てい

る ことで ある。 よって た とえ ある資本 サー ビス 量の物理 的 な劣化 が耐 用年数 まで まった く無 い ことを想 定 し

8図1で は利子率を0 ・2(一定)・ 耐用年数を2U し、新品の資本財取得価格を1と して描いている
.一 般的1、二は、。n曲 。ss

shay型 、 straight line型 で は新 品 価格 は連続 形 で表 す と(耐 用 年数 をTと す る と)そ れ ぞれ
、

pA(o) =

                 pA(・)一 1-tT)ガd'
であり、よって設備年齢vの 取得価格はそれぞれ次式のようになる(資 本サービス価格は1で 一淀 とする)1.1

         ・ん・(・)一 T-v2-rtdt=10  r'(・一er(・一T))

         Pん⑱ 一 ズU(1一 ・一rtdt-1Tr(Pr(v-T)T÷T一 う

,dた 、 pA,v(o)に つ いて そ の利 子 率 を0に 近付 ける と、 ロ ピタル の 定理 に よ り直線 に近 付 く ことが わか る(利 子 率0の とき新 品 の取得価 格 はTと な そ
)の で 、Tで 割 る こ とに よ り図1の 点線 とな る)。

ズー
T

CJ
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ても、価値 の側面か らみれ ば減価償却は考慮 されなけれ ばな らない9。本稿では全資産にっいてBGAを 仮

定 してお り、上記のよ うなAge-Efficiency Pr<.>fileとAge一一Price Profileの 相違が無い ことを留意 されたい。

 次節ではこの仮説に基づいて我が国の企業税制および優遇税制を考慮に入れたモデル体系の拡張をおこ
ない、資本サー ビス価格 の帰属式を導出す ることにす る。

3 税 制 を考 慮 した 資 本 サ ー ビス 価 格 の導 出

 我が国の税制に基づき、各種税率を織り込んだ資本サービス価格の導出をおこなうことにしよう。ここ
での目的は観察される資本財取得価格 と資本所得、また推計された償却率等を用いて直接観察されない資

本サービス価格を我が国で実際に課 されている税制を考慮したもとで帰属計算によって導出することであ

る。帰属計算される資本サー ビス価格は、限界生産力命題あるいは他の生産要素との代替を考慮するとき
、

資本課税分を含んだ税込みの価格によって評価 されるべきである。一方実際に観察される資本財取得価格

は、市場均衡を前提にするとその資本財需要者にとって現在価値で評価した期待純収益に等しいと考えら

れるので、賦課 された税額を除いた純収益として仮説を立てることができるであろう。以下では、まず土
地や在庫等の非償却資産と、償却資産の資本サー ビス価格の各々を法人税のみを考慮 したもとで導出する

。
そしてさらに法人税に加えてそれぞれ事業税、取得税、固定資産税、引当金 ・準備金、特別償却の各々を

考察 しながら、最後に総合効果 として産業別 ・資産別に導出される資本サービス価格を求めよう
。

3.1 法 人税:非 償 却 資 産

 まず最も簡易なケースとして、非償却資産にっいて法人税を考慮した資本サービス価格を導出すること

にしよう。税制を考慮していない(15)式 に対して、法人税のみを考慮 した資本財取得価格(現 在価値評価)

表灘驪鬻鑞溜縮露瓷欝麟 轡繼 藩鯔 謂 囎黐鷂翻 織 繍
鸛 糴 撫 ㍑ 懸 纛 ㌃BGAを 仮定すれば(22)式)に 表わされたようなA・e-Y…eP・・file・を推計することによって
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は実効法人税率 を,uと す ると次式のよ うになる、、

                  伽 一Σ(ユーの伽+州       (23)
                     T=0

ここでは非償却資産を仮定 してい るから時間の経過に伴 う資本サー ビスの相対的効率性減少は存在 しない
。

またここでの現在価値評価は、法人税 を導入 したことによって税 引き後 の割 引率(1ず=(1 -uレt)で 割 り

引いた価格 になってい る点に相違がある。t-1期 か らt期 への差分 をとると、

                 9A・ 一9A・一・ニ ー(1一 吻 κ,t        (24)

とな り、資本サー ビス価格 は次のよ うに導出 され る、,

              hx,t一 、1u,{is一(P.4,t-PAf-1)}  (25)

税引き前の割引率rtを 用いると、

            Pκ拙 万{(1-u)・'・勘.t-1一(PA,一PAト、)}  (26)
によって表わ され る。法人税や事業税、あるいは引当金 ・準備金な どの資本所得 に関す るものは直接的な資

本課税ではないので、資本サー ビス価格 の計測に とっては(26)式 第…項は変わ らないが、第二項 のキャピ

タル ゲイ ン(あ るいは ロス)、 また企業会計上認 められた減価償却額(3 .2以下参照)の 存在 によって、中

立的なものにはなっていない・言い換えると、直接的に観察 されない資本サー ビス価格は
、非償却資産 で

あって も現実に課 されている法人税の考慮によって帰属価格 としての資本サー ビス価格の値 を変えること

になる。

3.2 法 人税=償 却資 産

 次に償却資産にっいて法人税を考えることにしよ:う。各期の減価償却額は損金算入 されることから資本
財取得価格は次のよ うに表現 され るであろ う、,

           9即一T=0{(一 一 順1舎 詞  (27)
ここで損金算入 され る減価償却額は、簿価評価 での資産価格に対 して企業会計上認 められた減価償却 のス

ケジュール を表わす兪(mortahty distri止)utiol1)を乗 じた ものであ り、(27)式 ではその現在価値に割 り引
いたものを考えてい る・ よって ここでの法定上の減価償却の分布 '171)と

、 この資本財の相対的効率性 の

減 少分 の分布('1'1'1,)と は 区別 して い る。 同様 に ト ユ期 か らt期 への差 分 を とる と
、

        9A厂 伽 一1一 一(1一 吻 κ,t一(ユ ーの Σ(・1 d。一/)9κ、+丁
                           丁=1

                +'u7=1s=t+11無9A・+u,一1s=tn"1-r 一・

              =一(1一'u)卿+(1一'u.)9D,・+u,z(9'A,t-9A・ 一1)   (28)

となる・ただ し・ここでzは 資本財1単 位の企業会計上の減価償却額を現在価値に割 り引いたのものであ

り、連続する2時 点の将来における累積減価償却額の現在価値は等しいとして次のように仮定している
。

              顯,1望 ㌃沓一Σ μ 哉 一z   (29)
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企業会計上想定 され た減価償却 のスケジュールが どのよ うなものであってもΣ 萼
1,ntT=1は 成立 してい

るので、(29)式 は近似的に成 立 していると考え られる(も し割 引率が一定であれば完全に一致する ことに

なる)。

 よって資本サー ビス価格は、

         屍 三u,z{(1一嚇 ・・一・+瀞D≠ 一(P一 一1)} (3・)
と導出され る。ここまでは実際の相対的効率性減少の分布 について何の仮 定 も置いていないが

、BGAを 仮
定 した ときには上記の減価償却額(PD ,t.は どのよ うになるだろ うか。 BGAを 仮定すれば税制 を考慮 しな
い ときには(20)式 のよ うに、減価償却額は資本財取得価格 に一淀 値(b)を 乗 じたものに等 しくなる1一、こ

こではもう一度(27)式 に戻って、

              QA,t一(1一鰍 跏 ≠ΣII鵠    (31)

と右辺第1項 動 ≠を税込みの資本財 取得価格 と(あ るいは仮想的 に法人税が無い ものと想定)す れ ば
、そ

れ 自体は税制 を導入する以前の(IJ)式 において γtではな く、ガ で割 り引いて評価 した 唔,のに他な らない。

よってこの動≠については(20)式 が同様 に成 立 してい るか ら、(31)式 において畆≠にっいて解いたものを

代入す ると減価償却額は次 のよ うになる。

                 PD≠=δ ρA託=                        1-uδ 伽       (32)
よってBGAを 仮定 した もとでの資本サー ビス価格は、

          P邸 一矧(1一 賀・)・伽 ≠一・+δノ・A,t一ゆハ厂1・A≠一1)}  (33)
と導出され る((33)式 は(27)式 において予めd .=(↓ 一b)rを 代入 しても導出され る)O

3.3 事 業税

 次に償却資産について上記に加えて事業税を考慮してみよう。我が国の事業税は次のような特徴を持っ
ている。一・つは地方税法第72条 の12(法 人の事業税の課税標準)に よって、法人のおこなう事業によっ
て課税標準が異なるこLで ある。事業税には2っ の課税標準(所 得基準とするものと収入基準とするもの)

があり、後者は若干の変動があるものの現在としては電気 ・ガス供給業、生命保険事業、損害保険事業に
おいて適用されている9。またもう一っの特徴は、事業税は租税公課の一っではあるものの、法人税基本通

達9-5-2(事 業税の損金算入の時期の特例)に より、直前の事業年度分の事業税の額を当該事業年度の損金

に算入することができる。よって、それを除いた所得が法人税の課税標準となることである(事 業税の課

税標準である所得は法人税の課税ベースとほぼ一致する)、,まずはじめに課税標準を所得基準として事業税

を考慮することにする。

3.3.1 事業税 一所得基準

 課税標準を所得基準として事業税を導入した場合、資本財取得価格は事業税率をt、 税引き後の割引率
'r't=(1-u 一?りη と して次 の よ うに近似 され よ う

。

       卿 一T=0{(1…一 刊+圃C翼1毎 一)}(34)
 91948年 の事業税の導入時(1947年 に道府県税として営業税が復活(国 税営業税は廃止)し 翌年名称変更した)に は、電気 ・ガス供給業及び塰送業に対して

のみが外形標準の収入基準であったが、1954年 生命保険事業、1955年 損害保険事業もその対象となり、

翼 駅 騨 業は対象から外されて現在に至っている(ただし上記は法ノ・蝶 に限っており・臥 蝶 について1ますべて所得聾



                                             (39)

よって所得基準とした事業税を導入 したとき、BGAの 仮定のもとでは資本サービス価格は次のようになる、,

        瞬 鴇 穿{(・一)蜘 一・+6瞬 一 司)} (4・)

3.3.2 事業税 一収入基準

 もう一っの課税標準、つま り収入基準 とす る事業税を考えると、資本財取得価格は(34)式 に対応 して、

        QA,tT=0{(1一'u.一蜘 一+《 工 鵠 伽 珊.} (4ユ)
と導ulさ れ る。 よって資本サー ビス価格は同様 に して、

      P邸 一1と劃(1烈 一の噛 ≠一・+1ぞ ボPD,・ 一伽 一PA卜、)} (42)

とな り、BGAを 仮定 した もとでは次のよ うになる。

        fix,t._占 等{(1一)一 ・峠δP一(伽 一ノ・一)} (43)

3.4 取 得税

 次に法人税と取得税を考察することにする。我が国の取得税としては自動車に関して自動車取得税、自
動車重量税があり、また土地 ・家屋については不動産取得税、特に土地にっいては特別土地保有税(う ち

取得分)が あり、ここでは償却資産について資本サービス価格を導出する。(土地に関するものを除く)各

                       9

ただ し、ここで14 ,。は1期 前の事業税額 を現在価値で評価 したものであり、次のよ うになっている.、

         1偏一{1(_¶ 瞬_向ll;  (35)
(29)式 と同様にzを 定義 して、ト1期 か らt期 への差分を とると、

       卿 一9'A.t-1=一(1詔 一・)-K,t.一(ユーu,一z)Σ(d・ 一Ch一・)伽+。

                             丁=1 00

                -i一(u十'～ア)z(9'a,r.一一Qa.t一・)一(耐 ・・)Σ(lt.T-Vr一 ・,T)   (36)
                               T=0

ここで実質の事業税総額は時間に依存せず、中立的であるとして

                  Σ1を,・一ΣV呈一・,T       (37)
                  T=O      T=0

が成立していると仮定すると、資本サービス価格は次のように導出される
。

     伽 一旱 淵(・ … 嘛 ・+占齢 瞬 一 一1)}(38)
ここで先と同様にBGAを 仮定 したとき、減価償却額は資本財取得価格と次のような関係が導かれる(た

だしここでは損金算入される事業税総額を無視 している)。

                 PD≠一ユF≦砦;1縮 ・



種取得税は産業連関表での扱いをみると付加価値項目のうち間接税としてコス ト構成の一部を占めており、
それと整合的に想定される国内生産価格はその分を含んだ間接税込みの価格である(そ の意味で資本財取

得価格は税込みの価格で評価 されていると考えられる)。またわれわれが導出すべき資本サービス価格は
、

その資本財取得の際に賦課される取得税を考慮 した機会費用として捉えるべきであるから、その導出のた
めには上記(34)式 の展開を(損 金算入分を除くと)何 ら変更する必要は無い。 しかしわれわれの計測上注

意すべきことは、実際に資本財にっいて観察している国内生産価格は、その多くを 「卸売物価指数」によ
り得ていることである。それは通常、第一次卸売業者の販売段階で把握 した価格(一 部はむしろ生産者価

格に近いもの)で あるから、最終購入者に課される税にっいてはその物価指数には反映されていない
。よっ

て、実際の資本サービス価格の計測のためには(34)式 を変換した次の式によって近似 されるであろう
。

        ( 00T=0{(1一蜘 …1+u:翼1毎9邸}一 (44)
ここでωは各種取得税率である。損金に算入されている減価償却分の計算は、法人税基本通達7-3-3の2(固

定資産の取得価額に算入しないことができる費用の例示)に より固定資産の取得に関する費月」であっても

取得税などの租税公課は取得価額に算入 しないので、取得税を除いた取得価格によって評価 している。ま

た取得税は租税公課であるからt期 に賦課された取得税はその期に損金に算入することができるが
、ここ

では同じ実質損:,算入額をt+1期 において損金算入するように記述 しているVよ って同様にBGAを 仮定
した資本サー ビス価格は次のように導出される。

       P-11(ヤ 穿 一u,z{(1一嚇 ・+6P一(一 ←・)} (45),

3.5 固 定 資 産 税

 固定資産税に代表 され る資産課税はその対象 としてiL.償 却資産(自 動車 ・家屋を除 く)、 b.家 屋、 c.土
地、d.自 動車の4つ に分割 され るであろ う。その各々にっいて以下に見てい くことにす る

。

3.5.1 固定資産税 一自動車 ・家屋 を除 く償却資産

 a・償却資産(自 動車 ・家屋を除く)に ついての固定資産税は市町村税 によるものと、一部大規模の償却

資産については地方税法第349条 の4(大 規模の償却資産に対する固定資産税の課税標準の特例等)に よっ

て道府県税によるものがある。その課税標準となるのは当該償却資産を簿価評価 したものであるから
、資

本財取得価格は次のように表わせるであろう。

      一 導{画(蜘 一 κ工 叢 伽)…工 毎 卿}(46)
ここで必伽 ,t.は法定上の償却率に基づいた簿価評価であ り、固定資産税を除いた各期の純収益に対 して法人

税が課せ られ るよ うに している。 ここで企業会計上の減価償却率 を3と する定率法 を仮定 して次の ように、

              。。奸丁+1 £   ○Ot.+T "'T   ユ
                                            (47)
             忍 耳1・+殖 §戛1+ヅ 娼8

と近似 し(ゾ*が 一定である と仮定)、BGAを 仮定す ると次のよ うに導出され る。

     P飾 一(ユ ー・α之     h.    一一ト    ー一一一一ス1』u, (1-u)η一一1一δ){(レ暁 ρ蒔1+6飾一鰍 脇 ・)}
(48)

ユ0



 3.5.2 固定資産税一家屋

  b.屋 についての鯉 課税としては・齪 齷 税(市 町村税)の 他に都市計陣r税、水利地益税の_部 が
それに課せ られている・固讃 産税の課税標戦 しては昭和33年 から起算 して3年 毎の鞭 に価格が改定

されることから近似的に日寺価評価されている拷 えられ
、またその価格算定力档 該解 のその日寺点におけ

るサービス量を反映したものであるとして10、資本財取得価格を次のように表才厩 ,

        QA,t一§{(1-U)(d・9κ,・+T+・一κd。9蘭。+1)強 駕 } (49)

BGAを 仮定すると資本サービス価格は次のように導出される
。

         伽 一留(1一 幅,・ 一1→δP一(P一 ・一1)}柳 蓋.・ (5・)

3.5.3 固定資産税一土地

・・土・地についての資産課税は・固定資産税(市 町村税)の 他に都市言+画税、水利地益税の一部、土地保有税
(うち所有に対する部分)・事業所税 土也価税があり、特に鰈 儲 には鉱区税がある.。                                            固定資産税

の課税攤 としては家屋 と同様に昭和33臼 ・から起軋 て3年 毎の鞭 に価格力晝改定されることから近似的

に日寺価評価されていると考え・夛ド償却鼈 であることを考慮 して資本貝オ取得価格を次のように表才塊

               9A・一Σ(1-u)甑 ・+・+1一κ9餅。+、)       (5])
                  T-o

よって資本サー ビス価格 は次のよ うに導出 され る。

           Pκ一 譯 万{(1一・')・'・PA・一一(hA,r.一PA,一、)}一  (52)

3.5.4 固定資産税一自動車

d・自動車について舶 動車税(道 府県税) 、軽自動輸(市 町村税)カミあり泊 蜘 税では1台 あたり

騨 税率は総排気量によって区男1」されており(営 期 と自家用でも黥 る)
、ここでの資本ス トック量の推 ・

計値の対応は醵 には騰 である詠 って税率を事後的に艤 することで
。.償却鼈 と同様の扱いをする

ことにする。よって資本サービス価格は先の(48)式 によって近似することとする
。

3.6 引 当金 ・準備 金

将来に合理的に予想される覿 また1嬾 失に対して、その発生の原因が当期以前にある場合には、_定の要件
のもとに所定の繰入額の範蹴 こおいて引当金として損金算入することができ

、資本サービス価格
の導出あるいはシミュレーシ・ンにおける政策変数のつ としてその分を考慮することカミ望まし

い.我 が
国の税法上の引当金には・法人税法上の引当金と租税特別措置法で規定されている準備金の二つがあり

、

.三れ らの多 くは当該事業年度に損金に算入 され、翌事業年度には益金 に算入 され ることか ら1ユ、引当金 ・準

ll靉獵灘 灘鱗蠶 灘
                          、



         'rt                   2η

である。も し引当金 ・準備金率ρが0の とき、(法 人税のみ考慮 してい るここでは)残 は(1 -u) 、税引き後
の割引率 嚇は(1-u)'rtと な り、(55)式 は(33)式 に一致 す る。

3.7  牛寺男り{賞去卩

 我が国では租税特別措置法 によって、減価償却の特例 として特定設備に対 しては特別償却 を認 めてお り、
租税負担を軽減するための政策変数の一っとなっている。現在認められている特別償却の形態としては、
初年度特別償却と割増償却があり、ここでは初年度特別償却を定式化していくことにしよう。初年度特別
償却は・新規の資本財取得に対 してその取得価額の何割かを普通償却に加えて損金算入でき

、またその翌
事業年度からは償却合計額を除いた取得価額から普通償却を行なうことになるから、ある資本財について
特別償去卩を利肌 た割合をμとして脚 掫 得価格を次のように表才・すことにする。

  伽 一(1一一u)伽 ・一1'u.(語紅、9A什 漂 瓠)

      +罍{(ユ噛 一 ・+揖 咎÷1(1跏)}

    一T-0{(・一呶 一 ・→.《1璽:毎9一μ齢 詞}ヨ ・ユ撫 邸(57)
ここで第一式 の右辺第二項は初年度(t+1期)に おける普通償却 と特別償却であり

、(29)式 と類似に次の

よ うに仮定する と、

              騒1{㍗ 護一羅 黯 一z   (58)

                       12

備金率をρとし次の ように定式化す る。

  伽 一(ト蜘1+《 譜 評+一 ・)

       +T-1{(1一輙 一(:+'r+=t+:毎 伽+ρ一 鶚 警)}

     一T-0{(1一噛 一 ・《t,+T+3=t+:毎伽 幽1望 霧1禦)}(53)
よって引当金:・準備金の積み立ての効果は割引率の大きさに依存しており、割引率について静態的期待を
仮定すると資本サービス価格は次のように導出される、

    伽一π」d≡撫 の極 →凶 三1ゴ㍉f)一伽一嗣}岡

膿 繋 識 齢 難 驚1の 害脚 を回1一 島 ブ)/'rtとし・BGA-

           PKFア 『 伽 ・PA・一・+6PA厂(P五 厂PA卜 、)}    (55)

ただ し残は、

      残一 笙 一正[.節=圃 塵+(1-2G一 トuρ)2η2一{]こ(1-u.+軌} (56)



割引率に静態的期待を仮定 し、BGAを 仮定すれば資本サービス価格は次のように導出される.、

    一 竺 璃=厂(画 ・一一 一δ_一_)}(59)
ここで特別償却制度の利用率μの係数は、

        'uz一 耳(ユ㌦)「+('u.]一,u)。,(T=1{1∴ 研 一1) (6・)

であ り、企業会計上 の減価償却パ ターンに関わ らずΣ萼
1'm.=ユ であるか ら上記係数は必ず負の値 をと

り・特別償却制度の利用によって資本サー ビス価格は低下す ることになる。

3.8 KDB産 業 ・資産 分類 対応 資本 サー ビス価格

 以上により我が国における各種税率および租税負担を軽減 しうる引当金 ・準備金、特別償却制度と、資
本サー ビス価格の導出 との対応が整理 され たので、以上の総合によ り具体的に各種税率 ・比率の推計 とわ

れ われの産業分類 ・資本財分類 に対応 した資本サー ビス価格の推計式 を整理 してお くことにする
。 ここで

の分類はわれわれ の1960-92年 までの時系列産業連 関表を中心 にしたデータベース(KEO Data Base
;以下

KDB)に 基づ くものである(産 業分類は表1 、資産分類は表2参 照)。

           表1:.産業分類
:]i巫ri賚窒 「 産業名 二上部門番号1

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

2

農林水産業 一
石炭鉱業

その他鉱業

建設業

食料品製造業

繊維工業

衣服製造業

木材木製品製造業

家具備品製造業

紙 ・パルプ製造業

出版印刷業

化学工業
石油製品製造業

石炭製品製造業
ゴム製品製造業

皮革製品製造業

窯業土石製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業
金属製品製造業
一般機械製造業

電気機械製造業

23

別

25

26

27

28

29

30

31

32

33

鈎

35

36

37

38

39

40

41

42

43

   産業名

自動車製造業 .一』一
その他輸送機械製造業

精密機械製造業

その他製造業

鉄道輸送業

道路輸送業

水運業
航空輸送業

倉庫サービス業

通信業

電力業

ガス業

水道

卸 ・小売業

金融 ・保険業

不動産業

教育

研究

医療 ・保健 ・社会保障

その他サービス
公務

 KDB43産 業分類のうち特殊な扱いが必要な産業は、まず各種税率のかからない43.公 務であり、事業税
の観点か らは、事業税 のかか らない1 .農林水産業、2.石 炭鉱業、3.そ の他鉱業、課税標準が収入基準 と

なる33.電 力業、34.ガ ス業 である(そ の他産業は所得基準) 。また特別償却制度利用の観点か らは、後 に

その利用率の推計の際に述べ るよ うに、2 .石 炭鉱業、3.そ の他鉱業、38.不 動産業である。 一一方資産にっ

いては・固定資産税お よび取得税の扱いをめぐり、償却資産 としては9.自 動車、2.建 設物、その他償却資
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    Pκf
                         ゲ1

           {デ1軌,一、+δ鰄,广(P気冖 気,一ユ)}
 [Typ(トB]

   P鑑一聖 璽){幽 讎(誰 コ壷

 [Type-C]

    P箆t=                        髴

          {髴軌 一・→.6紘 一( k     kt'A,t.一t'A,t.一1)}

 [Type-D]

   P一 ± 壷 噺 飽包壷)}

ただ しここで痛は、

      (1+2{・ 一翻)(1蝋 →乙

ゲ1=(

→.2{1一・ヱぜ一?ノ4(1十)砂{1痛 二誦

で あ り、之炉 、

産(1,3-8,1(1-12)の3つ に・非償却資産 としては13 .土地、14,在 庫の2つ に分割す る必要があるrjま た特
別償却制度の適用よ り7.一 一般機械一11.精密機i械、2.建 設物 に分割す る。 よって産業 ×資産では税制お よび

軽減措置 の扱いによって36種 類の資本サー ビス価格の導出式が必要にな り、それ をまとめた ものが表2で
ある(表 では賦課 されないもの・あるい は対象外の ものに0が ついてい る)

。ノ産業 た資産の資本サー ビス

価格推計式 としてベースとなる4つ のタイプを与えてお くことに しLう 。

 [Type-A]

    kj一'+ω 多一魍{鯉)一 壁 τ壷)}+皇 論)h't
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,
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1L
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γ

 
 

≠

 
κ
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7
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卩
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し
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沌
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≠

ん
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五

 

P
初

亡
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十

 
 
1

 
 
≠

 
k

孟

 

P
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f
v

 

ゾ
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μ

 

～γ{

κ

亡
κ)

、
フ

亡

毎

 

一
 

十

ゴ

生

,J
f

賀

一

7

 

 
「
フ
五

1(
～7.

 

十})
石
1

十1

樽

亡

 

～之(初
五

 

μ

 
 
一

 
7κ
元

 

ω

 

十
㎏

亡
¢{.フ亡

 

U

 
k

孟

 

ω

 

十

 

1

         髴       一'

{髴 軌 一・→δ紘 一( k    ..kPA广PA闘)}+止需 璽 蜘

(6ユ)

(62)

                            2

     一[1一{1一(u望 →tfit.)(レ〆)}"r't])嘘 彦

                     t.(一〆)}・,ぞ

      一[1一{1… ノー'u't.(1一犀)},jt])/2""t
kj
ztは そ れ ぞれ(29)式 、(58)式 に よ り次 の とお りで あ る

。

           kjzt-7=1(1議 戸

           誰 一T=Z(1欝蛎 有

                14

[Typ eL A&B]

[Typ←C&D]

(63)

(G4)

(65)

(66)



表2:IsDB産 業 ・資産分類対応資本サー ビス価格

産業分類 一資産分類
1.農 林

 水 産業

9.自 動 車

7.一11.機 械(除9)

2.建 設 物

そ の 他 償 却 資 産

13.土 地1)

14.在 庫 資 産

Type 償却 法人税 事稟税 取得税.一蒲1歪資産税  引当金 特別償却

    ・δ ・u. ・v ・ω  ・κ  ・ρ  ・μ
A

A

B

A

B

B

2.石炭鉱業  9.自動車     .A.

3.そ の他   7.一11.機械(除9)  A

 鉱業    2.建設物      B

       その他償却資産   A

       13.土地2)     B

       14.在庫資産     B
33.電 力業.3「9.自 動車一 一一 . C'

34.ガ ス業  7.一11.機械(除9)  G

       2.建設物      D

       その他償却資産一   C

       13.土 地       D

       14.在庫資産     D
38.不 動産業

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

a 0

0

0

0

∩
)
0

43.丕 務 』一

9.自 動 車

7.一11.機械(除9)

2.建 設 物

その他償却資産

13.土 地

14.在 庫 資産

9.自 動:車.

7.一11,機 械(除9)

2.建 設 物

そ の 他 償 却 資 産

13.土 地

14,在 庫 資 産

∩
)

∩
)

0

A

A

B

A

B

B

0

0

0 0

0

∩
)

0

∩
)

∩
V

O

O

0 0

A

A

B

A

B

B

∩
)

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

∩
)

上記以外め  9.自動車      A      一      一'      ..…  .    一

 産業    7.一11.機械(除9)  A              o

       2建 設物   B        o       O       
その他償却資産   A                o               O

       13.土 地      B   O                          O       
14・在庫資産    B  O           O    O         O

   上記行項目の法人税は企業所得に関わる税尺事業税を除δτ齒最再禰 看形資産飯得1こ関わる税、画定資産税は有形資産  所有
に関する税をすべて含む(詳 細は表3参照)。また 「7.一11.機械(除9)」 とは7 .一般機械、8.電気機械、

   10.その他輸送機械、11.精密機械、「その他の償却資産」とは1.動植物、3.繊維製品、4.木製品、).家具、6.金属製品、   
12.その他製品U1)農 林水産業には取得と保有にっいての特別土地保有税は課さない。2)鉱業には土地の保有に

  関して鉱区税を課す,3)33.電 力業、34.ガス業に課される事業税のみ収入基準

0

0

0

0

0

0

1J



以上・4つ のタイプの産業別資本財別資本サー ビス価格の推計式 では
、事業税 の課税鮮 にお ける相違

によってTyp←A及 びType-Bが 所得聯Typ←C及 びType -Dが 収入基準になってお り
、また固定館税

の課税標準 として簿価によるものがTyp住Aお よびType -C'、近似的に時価 によるものがTyP←Bお よび
Type-Dで ある。

4 実効税率の推計

前節によって我が国の税制体系のもとでの資本サー ビス価格の推計式が求められたので
、各黝 税率お

よび引当金.鞴 金制度・特別償却帯1度利用率を196ぴ92年 にわたって推計することにしよう
V称 および推計方法を簡潔

にまとめたものが・各種税率については表3で あり、引当金 ・鞴 金制度 特別償却制
度利用率については表4で ある。以下、それぞれの推計にっいて述べることにする

。

表一3:各種税率と推計法
 税名称  『一  一一一一一記号

迭ム税率;陶=頑 む1「T7=阿 耳厂
 法人税率         vl

 道府県民税率(法 人分)

 市町村民税率(法 人分)
 産業別格差率
事業税率;v

 事業税率

聖 号鰹 一(自動車);
 自動車取得税率

 自動車重量税率

聖得税率(塞 屋),;ωb
 家屋取得税率

取得税率(土 地);bCal=wbl

 土地取得税率

 土地取得税率
固定資産税率(自 動車);κ"

 自動車税率    一

 軽自動車税率

里.笙資産蛍歴i(家 屋);

2

3

*
.丿

賀

η

君

 推計式   一} 一『一 一

法人税額/総 法人課税所得

道府県民税額/総 法人課税所得

市町村民税額/総 法人課税所得

産業平均法人税率からの乖離

    ?ノ  事業税額/(総 課税所得一農林水産業課税所得)
ω り=GUI+ω ・2

    Wvl  (自動車取得税額×0.5)/自 動車新規投資額(名 目)    
ω"2  (自動車重量税額×0 .5)/自 動車新規投資額(名 目)

              ωわ  (不動産取得税額×A)/建 設物新規投資額(名 目)
             十wb2

             bbl  (不動産取得税額×(1-A))/土 地新規取得額(名 目)             
ωb2  (特別土地保有税額×B)/土 地新規取得額(名 目)

             =κ η1+K,v2

             k丿1  (自動車税額×0.5)/自 動車ストック額(名 目)             
κ"2  (軽自動車税額×0 .5)/自 動車ス トック額(名 目)

          κb=^bl+b'1κb3

 固定資産税率       κb1  固定資産税額(家 屋)/建 設物ス ト〕ソク額(名 目) 都市計画税率       
K,b2  (都市計画税額×G)/建 設物ストック額(名 目)

里鍵1蟹 その他償却資繭㌦ 鋼 碧鯵 額×G)/建 設物ストック灘 目)
市町村税率 一 マ1蹴 鼈 纈(他 償却資産)/湘 ストッ噸(除 く泊 動車 .鰍 物)
 道府県税率        κ02
固笙:資産税率(土 地);ll4'.= l lK.+κz2

 固定資産税率       K,dl
都市計画税率    κz2

 水利地益税率       ISl3

 土地保有税率       K.14

 事業所税率         d5

 地価税率         κz6
鉱区税率         17K'

道府県税固定資産税額/名 目ス トック額(除 く、自動車 ・建設物)

+κz3+κz4+15 16 17

固 定 資産税額(土 地)/土 地 ス トック額(名 目)

(都市計画税額 ×(1-C))/土 地 ス トック額(名 目)

(水利 地益税額 ×(1-C))/土 地 ス トソク額(名 目)

(特別 土地保有税額 ×(1-B))/土 地 ス トック額(名 目)

事業所税額/土 地 ス トック額(名 目)

地価税額/土 地ス トック額(名 目)

鉱 区税額/土 地ス トック額(名 目);鉱 業 のみ

A=建 設物新規投資額/健 設物新規投資額ギ土地新規取得額1

B;(土 地 新 規取 得額'(3)/(土 地 新 規取 得 額v'3+土 地 ス トソク 〔1
.4)

C=固 定 資 産税 額(家 屋)/固 定 資 産税 額(家 屋+土 地)

1G



塾ζ」L..引当金 ・準備金、特別償却利用率と推計法

 賞与引当金比率

 退職金引当金比率

 製品保証等引当金比率

 価格変動準備金比率

 海外市場開拓準備金比率

 海外投資等損失準備金比率

 公害防止準備金比率

 探鉱 ・海外探鉱準備金比率

 輸入製品国内市場開拓準備金比率

塹別償却利用率;μJ
 特別償却比率

 税名称             記号  推計式1)    一

柴講鷙 脇 ≡ρ需 噺 ρ鳩 麟1轟熱 鼎,
、顔
ろ
、艇
%
侮
砺
癬

産業別賞与引当金額/産 業別所得
産業別退職金引当金額/産 業別所得
産業別製品保証等引当金額/産 業別所得
産業別価格変動準備金額/産 業別所得
産業別海外市場開拓準備金額/産 業別所得
産業別海外投資等損失準備金額/産 業別所得
産業別公害防止準備金額/産 業別所得

産業別探鉱 ・海外探鉱準備金額/産 業別所得
産業別輸入製品国内市場開拓準備金額/産 業別所得

               μ丿  産業別特別償却額/産 業別機械名 目投資額2)1)
す」べて法天企業のみの値,2)鉱 業、不動産業の投資額には建設物投資含濾

4.1 法 人税率

 ここでの法人税率は企業所得に関する税(事 業税を除く)を 扱 うことから、通常の法人税に加えて、法
人企業についての道府県民税(地 方税法第51条 、第52条)と 市町村民税(地 方税法第312条

、第314条
の6)を 考慮 したものである。

 法人税は法人の行う事業の性質に関わらずその税率の適用は ←一部を除き)一 律 であるが、ここで求め
る実効税率としては産業間に跛行性が発生する。跛行性の源泉としては以下のようなことによる

。まず第
1に 、法人の うち、公共法人、公益法人等(収 益事業を除く)、人格のない社団等(収 益事業を除く)に つ
いては非課税である12。第2に 、普通法人であっても、中小法人にっいては軽減税率が適用される13。第
3に 、所得金額は支払配当分に対応 して軽減税率適用分とその他の分に分割されていた(平 成2年3月31

日以前開始の事業年度にっいて)。第4と して、法人税額の特別控除(試 験研究費等の特別控除)、土地譲

渡利益に対する特別課税、同族会社の留保金に対する特別課税、所得税額(利 子及び配当等の受取に課 さ
れる所得税額)の 控除、外国税額の控除など各種の法人税額の調整があること

。以上によって実効税率は
産業別に異なることになる。

 実効法人税率の推計の資料としては、法人税は国税庁 「国税庁統計年報書」によっている。この統計は
全数調査である 「法人課税状況」、 「法人数」 とサ ンプル調査の 「会社標本調査」か らなってい る14

。法人

足1轡1韈欝彊曹黥蘿鑑纛繖 嘩禦続 難鸞 繋 纛鏃鍛螻ll韈
社団等はPTAや 労働組合など法人格のない社団または財団である。また別に、法人税法別表第三に該当する協同組合等(農 業協同組合
、漁業協同組合、信用金庫など)に っいては普通法人に比べて適用される税率が低いものになっている

。

通撫 認:」椥 とは・平成2年4月1日 以㈱ 罅 業鞭 では・期績 本金力a1億円鵬 ・つ所得金額が年8・・万円以下の普

 14産業別の情報が得られるのは 「会社標本調査」によるが、本調査は1951年 分より始まり初回から 「国税庁統計年報書」に掲載さ

緇 舗 暫 轜 鸛 罐 鑠1聯 鍬艦 魏 鑷 叢 儒6、 糀 念鞨 由騾 欝 肥

五1驫離 柵 繍 謬 醗6無驫 辞驚 他難 曩羨・誦籔翳 ゲ蟹 鰻飜 鑞 薮翻 糶薫櫑 謝 麟 蘯蕎

轡:業 ・サービス業・その他の法人・(企業組合)・椏 会社)・(医療法人)であり・これらを表・でのKDB産業分類1・対応さ
 また⊥記3調 査の対象は以下のようになっている.
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税実効税率の計算としては、「法人課税状況」より得られる所得金額 と税額によっている16
.こ こでの所得

金額は利益計上法人のみであり、欠損法人の所得は除かれている、「法人数」調査 よりみると1992年 では

普通法人約250万 のうち57%が 欠損法人であり、実効税率の計算のためにはこれ らの所得を含める考え方

と、法人税の対象となった利益計上法人の所得のみに限る考え方の両方がありうるだろ う
、ここでは事業

開始前の機会費用としての法人税率を扱い、欠損法人の所得は分母から除いたものを扱 うことにしている、
これによって実効法人税率の不安定性を排除することができるが、一方でこの実効法人税率を(欠 損法人
の所得を含んでいる)産 業連関表における所得に乗ずると法人税額総額を過大推計にすることになるとい

う問題点を含んでいる。以上のようにして計算された一国全体での実効法人税率は図2の とお りであり
、図

のシャドウ部分は基本税率を示している。

0.45

0.43

0.41

0.39

037

035

0.33

0.31

0.29

0.27

                       声〆A◇へ隈

＼
丶ノ/ヤ 短 〆卿 、 ∀

1960   1963   1966   1969   1972   1975   1978   1981   19&1   1987   1990   1993

図2:法 人税基本税率と実効法人税率の推移

 産業別の情報については 「法人課税状況」から得られない。よって 「会社標本調査」より計算される産業
別実効法人税率と、一国全体の実効法人税率の格差率を求めることで産業別法人税率格差率を時系列的に

計算 している。格差率 をみると特徴的なのは、鉱業の実効税率が特 にオイル シ ョック後低 く (7-8%程 度) 、
一 『
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国一普一這「法   人

○休業中の会社等

○特殊な法人
 日本銀行
 理化学研究所
 証券 ・商品取引所
 東京金融先物取引所
 日本原子力研究所

人格のない社団等
協同組合等
公益法人等
外国法人

飜騨謙謙藩撫撫糠鑽鸚覊瓢購難覈纔灘灘黷1
器鸚 鸛 繍嬲 口謙 覯騾霧制観羅 灘 と懲 騨 磐難 も鸚鱇騰 晶茎礬
れていないので、優遇税制として前者の免除型については扱わずに、後者の繰越型の引当金 ・準備金制度、特別償却制度のみ扱 う
よって、実効税率の推計のための税額については 「法人課税状況」の(所 得に対する税額)で はなく

、(税額)を 採用している,
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近年でも一 国全体 の実効税率を1と した格差率は0 .7程 度 になっていることである。また金融 ・保険業 も

バブル崩壊後、実効税率は下落 し、格差率では0.88程 度 となってい 'v'J表5で は、農林水産業、機械工業、

金融保険業のみ、実効法人税平均税率か らの乖離率を示 してい る、,

 また法人の住民税(道 府県民税と市町村民税)の 推計は自治省 「地方財政統計年報」によっている。住
民税は ともに法人税割の税率 と資本金 に対応 した法人等の均等割 の税率が あり、その両者 を加算 したもの
を税額 とし、課税所得 は上記法人税率推計の際の所得金額 によって実効税率 を計算 してい る

。現在、道府
県民税 の法人税割 の標準税率は5%(6%を 超えることができない)で あ り、法人等の均等割 の税率は資本
金1000万 円以下の2万P」 か ら資本金50億 円以上の80万 円までとなってお り、一方市長村民税ではそれぞ

れ ユ2・3%(14・7%を 超 えられない)と5万F」 ～300万 円となっている。 ここでは産業別の情報は得 られない

ので、先 に計算 した法人税 の産業別格差率を住民税に も適用することに してい る
。計算 された実効税率 に

ついては表5の とお りである。1980-92年 の各実効税率の平均値をみ ると
、道府県民税が2.3%、 市町村民

税が6.2%に なってお り、特に市町村民税 にっいては時系列的に3%程 度か ら上昇 している ことがわかる
.

4.2 事 業税

 事業税(地 方税法第79条)は 、法人および個人の行 う事業に対して課 される道府県税であり、ここでは
うち法人に係 るものによって実効税率を推計する、 また第3.3節 で述べたよ うに課税標準 として、所得基準

とす るもの と収入基準 とするものがあ り、さらに地方税法第72条 の4に よ り林業 と鉱物 の採掘事業(第2

項)と 農 業(第3項)は 非課税 となる。 よってわれわれの産業分類では33 .電力業、34.ガ ス業は収入基準

とし、1.農 林水産業、2.石 炭鉱業、3.そ の他鉱業、43.公 務では非課税 とす るlu。

 推計方法としては、「地方財政統計年報」によって事業税(法 人分)が 得られるが、所得基準のものと収
入基準のものに分割されていない。そこで現在の標準税率(所 得基準には12% 、収入基準には1.5%)を も
とに、想定される事業税額と実際の事業税額の調整係数を求め、同時に調整済みの課税対象額 とによって
それぞれの課税標準における実効税率を計算 した17。資料上の制約から産業別に実効税率は得 られないの

で、一国全体の平均値を適用している。推計結果は表5に おける第7お よび第8列 に示 している
。その実

効税率はそれぞれ所得基準では12%、 収入基準では1 .5%ほ どで時系列的に安定的である,,

4.3 取 得税

 取得税には、自動車に関するものとして自動車取得税、自動車重量税、家屋については不動産取得税、
士地については不動産取得税 と特別土地保有税がある。以下で、それぞれ にっいて実効税率を推計す るこ

とにす る。

16脚注9で述ぺたように・ここで0・推計縁 鯖 一(196・一92年)で1ま電気 ・ガス業と蛉 保険、縮 癩 轢 モ、収入基準となって

論 鰯蜻轟讐醗鷲翻灘驍搬蕁i献慧鬻怨鯊ξよ'藁鑰ξξ沃讐 耄瀦鹸手餮卿翫ま濮峯驚

霙濕龜蠎鰲禽柴窩鼎鸚犠くll薄鏤嚢贅糶編轟鸚纂下髄俄嘗耗総ll纂講 處灘橡1、謡繍蘗

熟1よ蠻 纛 軅 撫 灘 忽難囈 鱗 遜誰 警 団・日本道路塒 囃 公団・公融 社なども
 17現在:事業税の標準課税率は、所得基準では所得によって段階的に税率が異なり、所得のうち年350万 円以下の金額の6%、 年350

蹴 超禦 躡 綿 鑵 鱗 捧鷙 羅 睾響 繍 こは12%(特男1」法人では9%)となっている(地方税蜘2条
 また調整係数(α とする)は 以下のようにして求めている1,

     実際の事業税額 = 課税対象所得 ・(0.12×α+課 税対象収入(33.電 力業と34.ガ ス業)メ0.015 α

            = α{(課 税対象所得 0,12+課 税対象収入(33電 力業と34.ガ ス業)・ 、0.015)

O内 は、課税対象所得を、「法人課税状況」の所得金額から 「会社標本調査」での農林水産業と鉱業の所得(利 益計上法人)を 除き
、

袰?臟鞴3播 瀧 獗 錺畠蘓 贄讐 芒轡 攤 矯1纖渝 響灘 攤 攤 鬆單
りαを計算し、所得基準とする実効事業税率は0 .12αに よって、収入基準とする実効事業税率は0 .015αとして求めている。
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  はじめに自動車にっいては 「地方財政統計年報」によって自動車取得税額、「国税庁統計年報書」によっ
て自動車重量税額が得 られる18。ただしそれぞれ産業および家計による取得に対する課税額合計のみ利用

可能であり、そのうち家計の自動車取得による取得税を分離する事ができない
。ここでは 「産業連関表」で

の扱いと同様に、家計が負担 した部分は便宜的に税額の半分として産業取得による取得税を計算 した
。…方

・分母としては推計 した時系列固定資本マ トリックス(KDB .FCFM)に おける自動:車新規投資額(名 目

値:購 入者価格評価)で ある。

 推 計 され た 実効 税 率 で は 、 自動 車 取 得税 が1970年 よ り90年 ま で5年 お き に1.65%、3.35%、3.32%、

3.58%、4.15%と なってお り、標準税率3%を 上回るものもある(表6参 照)
。 この原 因は、前述の家計取得

との配分係数によるものか、あるいは 自動車取得税が中古 自動車の取得によるものを含む ことによるもの

と考え られ る。前者 の家計による自動車取得 の配分係数にっいては、別途推計す ることも可能であるが、

後の産業別資本所得の調整では 「産業連関表」における扱いと同様 にすべきであることか ら特に再推計は

おこなわなかった19。 後者につ いては、固定資本マ トリックスにおける中古品の扱いか ら考察 しなければ

な らない。産業連 関表 の総固定資本形成 では、中古品の取得にっいてはその取得に関わるマージン(コ ス

ト商業)の み計上 されてお り(「 産業連 関表付帯表固定資本マ トリックス」ではコス ト商業 も含 まない)
、また

SNAに おける総固定資本形成は産業間の中古品の売買にっいては相殺 され る事か らほぼ同様 な扱 い

となっている(原 則的には、海外部門および家計部門 との中古品の売 買は含まれてい る)
。われわれの推計

した時系列固定資本マ トリックス(KDB-FCFM)で はその総額(colltrolled totals)を5NAに 求めてい

ることか ら、同様 の扱いで中古 品自体の取得金額は含 まれ ていない。 よってここでは新規名 目投資額 にお

ける実効 自動車取得税率として定義す るに留 まる。また、自動車重量税 にっいての計測 された実効税率は、
1975年 か ら90年 まで5年 お きに4 .21%、4.76%、4.82%、4 .40%と なった。 自動車重量税の税率は1両 あ

た りの固定金額 であるが、ここでは自動車取得税 と同様 に比率 として把握す ることに しているV

 第2に 、家屋取得に関する不動産取得税であるが、「地方財政統計年報」によって得られるものの、土地
取得との分割はされていない20。よって名目建設物新規取得と名目土地投資額(と もに家計による取得 も

38.不 動産業に帰属させることから含む)の 合計に占める建設物の比率を用いて不動産取得税のうち家屋分

を推計することにする。一方、分母は名目建設物新規投資額であり
、それによって実効税率を求めている

(この扱いは不動産取得税の家屋と土地取得にっいて同じ税率を仮定することになる)
。

 第3に 、土地取得に関しては上記不動産取得税 と特別土地保有税があり、と亀,に「地方財政統計年報」
によってそれぞれの総額のみ得 られる。不動産取得税の土地分への分割は先の家屋分の残 りとする

。一方、特
別土地保有税は土地の取得と所有に対 して賦課されるので、現在の標準税率(所 有は1,4%、 取得は3%)
をもとに取得分に関わる税額のみを推計 した21。分母を産業別名目土地取得額のプラスのもののみの集計

値として、実効税率を推計した。推計結果は表6の とお りであるが、現在の不動産取得税の標準税率4%と

隸雛戴鸞雛蘿欝鍵攤鯨灘i纖難蠶鰹欝
鼇驫 鑿懸 鱗 驪1攤 繕 騒 雛 巌 態簍辮 驚 鑷 潭

講難 欝 撒 悉)1占鸞 谿掣声醗 灘 嬲 蕪 黝!轡撫 繼
ま鷙 諜 饕灘 灘 翻 叢識 倉1騰驪 蠣融 .繍樽職 驚 浩 つ驚讚蟹
       特別土地保有税の取得分の比率=_一_ 一. 一一灸目土地取得合Afr3     一_                     名目土地取得合

計×3+名 目土地ストソク合計'・1.4

藷繍1灘 攤鑿難 離饑絲 鄭離 飜 灘翻煮融
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特別土地保有税の取得分の標準税率3%に 比較 して、それぞれ実効税率では1992年 で0 ,798%、0.027%と

かな り小 さくなっている。 これは後の資本サー ビス価格 との対応で、実際には課税対象 でないか、あるい

は非課税である土地についてもすべて産業 に帰属 させていることにより、土地取得あるいは所有に関する

実効税率は標準税率か らみると過小な ものとなってい る。

4.4 固定 資産税

  固定資産税は、資産分類として自動車、家屋、その他償却資産、土地の4っ に分けてそれぞれの実効税
率を推計す る。

 まず第1に 、 自動車に関す るものは 自動車税、軽 自動車税がある22,,と もに 「地方財政統計年報」によっ
て税額合計が得られるが、自動車取得税 と同様にここでも家計所有による分を 「産業連関表」での扱いと

同様に半分としている。分母は(わ れわれのス トック推計では自動車及び軽自動車を分割できないので)

自動車の資本ス トック総額(各 年次の名 目値)を ともに用いている。

 第2に 、家屋 の所有 については固定資産税、都市計画税、水利地益税 の3つ を考慮する必要がある2:3。す
べて 「地方財政統計年報」によって税額が得 られ

、 うち固定資産税にっいては家屋分が特掲されているも

のの、都市計画税、水利地益税については土地に賦課されたものと分割されていない
。よってここでは土

地と家屋に課された固定資産税の うち家屋分の比率をもって、上記2っ の税額のうち家屋分を推計するこ
とにする。分母は(家 屋のみを特掲することができないので)建 設物の資本ス トック総額(各 年次の名 目

値)で ある。

 第3に ・自動車および家屋を除く償却資産の所有については、固定資産税(市 町村税)と 大規模の固定
資産に対し課 される道府県税 としての固定資産税である。前者が制約される地方税法第349条 の4(大 規

模の償却資産に対する固定資産税の課税標準の特例等)お よび同5(新 設大規模償却資産に対する固定資

産税の課税標準の特例)に 対して、それを超える部分の金額には後者の道府県税(地 方税法第740条)が

課 されることになる24。ともに 「地方財政統計年報」によって税額が得 られるのでこれを分子 とし
、分母

は、自動車 ・建設物を除く資本ス トック総額(各 年次の名目値)と して実効税率を計算 した。

 第4に 、土地所有については、固定資産税、都市計画税、水利地益税、特別土地保有税、事業所税、地
価税 、鉱区税 の7つ を考慮する必要が ある25。 都市計画税 、水利地益税 にっいては第2の 家屋推計 の際の
22自1税(地 方税黼145条)は 自動董(酉 鱒 税の課税客体である自動車

、その緻 令一碇 め相 蜘 一国、地方自7台体

臨1」胎黏懲 鞴;維)た芻凝 勲 覊 盤難 講 溜総 き、1諞在1纛驪 鎌
7,500-40,700円 ま で 、 自家 用 が29

,500-111,000円 ま で).

 軽自動車税(地 方税法第442条)は 原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車、二輪の小型自動車の所有者に課される市町村税

蟹 纖攤 総灘 雛1挿1㎡黜 騰 鰓 糠 滞蒲罪賭
23固 定鼈 税(地 方税法第341条)は

、土地、家屋、その他償却鼈(自 鰰 ・税、軽自動車税の課税客体を除く)の 所有1。対して
賦課される市町村税である。標準税率は1.4%(2 .1%を 超 えることはできない)で あり、それぞれにっいて免税点(土 地は30万 円

撫 覊鰹膿 縞 鬻 罎 浬塁鞭覊 謡繕1嚢 麗ご繍 二1寺論 ぎ鸚凝 爨

繍 讖 欝 灘 爨 羅 箋鋼耀 螂主罐 灘 鬣灘繞
 都市計画税(地 方税法第702条)は 、都市計画法第5条 の規定により都市計画区域として指定されたもののうち、市街化区域内に

覆畿 キ地及び家屋に対し・その価格(当 該土地または家屋に係る固定鼈 税・灘 攤 となるべき価格)を 飜 票準とする目的

髦糴 難 欝 響灘 豪愚讃1。鞦西驫 羅 繍泰麓儲 藷騰 髦警1藁讎 貘 繍 葢蠶 莠
 24地 方税法349条 の4で は、たとえば人口5万 人未満の市町村では、その資産の価額が5億 円を超えるとき課税標準を5億 円(人

撫懣騾 雛 撫 臙 臨馨鱗膿 錦鱸 獵 挈穿臨纛 窪
 25事 業所税(地 方税法第701条 の30)は 、指定都市等が都市環境の整備及び改善に関する事業に要する費用に充てるために課す
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残 りが土地に賦課された税額とし、特別土地保有税にっいては実効取得税率推計の際の残 りを土地所有に

対する税額とする。それぞれの税額は 「地方財政統計年報」によって得 られるが、地価税のみ 「国税庁統
計年報書」によっている。それぞれの実効税率推計の際の分母は、土地の資本ス トック総額(各 年次の名

目値)で ある。ただし43.公 務は非課税とし、鉱区税にっいては2 .石炭鉱業、3.その他鉱業のみ考慮する。

 資産課税に関する実効税率の推計結果は表7の とおりである。自動車にっいては自動車税と軽自動車税を
加算 して3%程 度 と安定 している。家屋にっいては合計で0 .3%程 度であり、分母にここでの課税対象外の も

のも含んでいるので標準税率の20%程 度である。その他償却資産は市町村 税 と道府県税の合計で05-1 .2%に

なっている。土地 については0.05-0.2%程 度 と、土地取得税率 と同様 に土地の帰属か ら過小なものになって

いる。

4.5 引当金 ・準備 金 利用 率

 第3.6節 で述べたように、将来に合理的に予想される費用または損失に対して、その発生の原因が当期以
前にある場合には、一定の要件のもとに所定の繰入額の範囲内において引当金 として損金算入することが

できる。我が国の税法上の引当金には、法人税法上の引当金と租税特別措置法で規定されている準備金の

二つがあり、ここでは資料上の制約から、産業別に4っ の引当金(貸 倒引当金、賞与引当金、退職金引当
金、製品保証等引当金)と6っ の準備金(価 格変動準備金、海外市場開拓準備金、海外投資等損失準備金、
公害防止準備金、採鉱準備金又は海外採鉱準備金、輸入製品国内市場開拓準備金)を 扱 うことにする26。

 産業別引当金 ・準備金利用率の推計としては、国税庁 「税務統計から見た法人企業の実態」によって1963
年より法人企業の資料のみが得られるので、法人企業の利用率を個人企業にっいても近似的に適用するこ

とにする。利月」率の分母は法人企業の産業別所得であるが、同資料からは法人税の課税対象となる所得と
しての法人課税所得のみ利用可能である。法人課税所得は引当金や特別控除などの損金算入部はすでに除

かれたものであるから、ここでは近似的に産業別法人課税所得に、本稿で扱っている取得税、固定資産税、
事業税 ←'期前)・引当金 ・準備金、特別償却を加算 し調整 した所得によって、引当金 ・準備金利用率を求
めるベースにしている。

 各種引当金利用率にっいての推計結果が表9で あり、準備金にっいては表10の とおりである(表 では一部
の産業については特掲 している)。 貸倒 引当金をみると産業全体で1960年 代では9%

、1970年 代7%、 それ

以降は3-4%程 度 と低下傾 向を示 している,、この ことは特に大きな比率 となっている商業(17%か ら7%へ

と低下)で も、金融保険業で も同一であるが、金融保険業ではバブル崩壊以降貸倒 引当金利用率の拡大が

み られ る。 賞与引当金利用率は増加傾向にあるが、退職給与引当金利用率及び製品保証等 引当金では産業

塾 でZれ それ1・%…15%と ほ1ま錠 的に推移 している.一 方、鞴 金利用率では、海外市嬲 拓鞴
目的税である(1975年 創設)陣 ・業所論 を諞 癬 ・とする鼈 害llと了走黯 給与纐 を課税騨 とする了鰈 者割があり

、税率はそれ

課 額 錨 犠 鵬 驪15%で ある・ここでは儲 割につv・てもすべて固定鼈 税の課税攤 と同様1・抛 所纏

騰 鞍 韆 蠏灘 蠕鑼肇纏 灘 轄 麟 騨 騰
灘 婁鰐黥・繍編 謹鸞騰 鬆噺1彎灘膿聽盤諜 欝
当嶽糊 雛誕 撫 ま霙)1覊灘 購 鰈欝瓢 翻鯉 肖繍 総 鑼劉

羅鱶罵漿畿鑼曙覊爨欝竃覊鑼鞍灘嶐購婁ζ黨鍮難欝鑼
1灘 驀灘 灘 灘 鍵灘簾 欝 灘 燕飜 欝踰鑞

慰騨懲 黴 鑰 輪羅1灘雛よ蝿觀鮨 驪 鴛鼎 驟讐
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金は70年 代初頭の ピー ク(1%弱)か ら、海外投資等損失準備金も70年 代後半のピーク(1 .1%強)か ら低

下傾向にある。 ここで扱 うすべての引当金 ・準備金合計の利用率では1976年 に対象所得 の29 .5%と 最大に

な り、その後ゆるやかに20%弱 へ と低下 している、

4.6 特別償 却 利用 率

 特別償却制度利用率について産業別に推計する。特別償却制度による損金算入実施額は法人企業につい
て 「税務統計から見た法人企業の実態」によって得られる。個人企業にっいては資料が無いためにここでは

法人企業について特別償却利用率を推計 し、その比率を個人企業にっいても近似的に適用することにする
。

 特別償却の対象となる資本財は主に機械であることより、特別償却制度利用率を法人企業による機械の
名 目設備投資額に占める特別償却損金算入実施額によって定義する.た だし租税特別措置法における第47

条(新 築賃貸住宅等の割増償却)、第49条(鉱 業用坑道等の特別償却)な ど建設物に対応するものも存在

するので、38.不 動産業、2.石炭鉱業および3 .その他鉱業においては機械 と建設物の新規投資額合計に占

める比率として定義することにする(家 計による住宅投資は不動産業に帰属)。またここでは割増償却とい
うかたちでの特別償却の形態も初年度特別償却されるように一括して扱っている。法人企業の名目設備投
資額についてはわれわれの固定資本マ トリックス(hDB-FCFM)に は企業形態の区別がないので、経済企
画庁 「民間企業資本ス トック年報」における法人企業および個人企業の実質投資額(進 捗ベース)を われ

われの推計している産業別投資デフレーターを用いて名目化 し、そのシェアーによって民間KDB-FCFM
の値を分割 し・資本財分割は民間KDB-FCFMの シェアーによって分割することで時系列的な法人企業の

名 目機械設備 ・建設物投資額の値を推計している27。

 推計された特別償却利用率は表11の ようになっている。 ここでの利用率の推移は資料上の制約より純
粋な特別償却制度利用率のみではな く、対象 となる資本財の構成比 の変化 を含んだ ものであることの限定

はあるが、全体 の動きをみる とおお まかには1960年 代において利用率の急激な上昇がみ られ
、1970年 の

6.37%を ピークにして1970年 代は(オ イル シ ョック期には上昇をみせているが)低 下傾向にあり
、1980年

代に入 ってほぼ横ばいの推移 となっている。産業別には1970年 に相対的に高い利用率 を示 してい るのは鉄

鋼金属工業12.72%、 繊維]業11.20%、 その他製造業U ,94%、 機械工業9.72%で あ り、1980年 では鉱業

9.38%、 出版印刷業5.30%、1990年 では鉱業6 .63%、 建設3.42%と 機械]業 を中心 にほ とん どの製造業で

低下がみ られている。

27こ こで用 い て い る産業 別 投 資 デ フ レー ター の推 計 につ い て は
、拙 稿[181P156を 参 照 の こ と。
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表5:実 効法人税率と実効事業税率
法人税率
平均税率

 一一 法天税産業別格差率
農林水産業 機械工業 金融保険業
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表6:実 効取得税率

         自動車   -一一一一   家屋
自動車取得税  自動車重量税  不動産取得税

          王地
不動産取得税  特別±地保有税
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      自動車一 一一一.
自動車税 軽 自動車税

表7:実 効固定資産税率一自動車、家屋 、そり他償却資産一

固定.資産税
  家屋 一.一一
都市計画税 水利地益税
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0.00;41

0.00523

0.00566

0.00570

0.00580

0.0059E

O.00574
0.00537

0.00496

0.00474

0.00472

0.00331

0.00?f30

0.00186

0.OOIF30

0.00173

0.ool7s

O.00171

0.0016E

O.00165

0.OOlF,0

0.00162
0.00176

0.ooX11

0.00239

0.00232

0.00231

0.00215

0.00205

0.oolo?

o.oolss

O.00184

0.00556

0.00257

0.00197

㎜撚

櫞

櫞

糲
糶

㎜㎜櫞

㎜㎜鑼

櫞

…㎜樵

攤

鑼

黼

撒
㎜鑼

撚

㎜㎜…糶

弸弸灘

灘

㎜鱗

㎜糠

㎜辮
難

懲

鑼

㎜

   一.一そ:の他償却資産  一.

固定資産税 固 定資産税

 (市町村)  (道府 県)

  0.01105     0.00109

…撚

継

㎜㎜構

㎜糠

㎜…糠

樵

騰
㎜…㎜

㎜樵

轢

鰈

㎜糠

糖
㎜糠

………燃

㎜㎜…

2G



表8:塞 効固定資産税率一土地一

固定資産税 都市計画税 水利地益税.特 別土地保有税 事業所税 地価税

攤

㎜齷

驫

㎜驫

撫

驫

㎜濕

櫞

謙

灘

懿

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1

 
1
⊥

可
⊥

鉱区税
0.00055

糠

…鰈

懸

㎜…黼

㎜…黼

…纖

撚

…㎜

驪

…
燃
㎜
攤

…
…
㎜
…
撒
…
…
㎜
㎜
㎜
㎜
嬲

驪

黼

㎜
轢

…

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

α

0
。
α

0
。
α

0
。
α

α

α

0
。
0
。
α

騰
…鼎
繖
鼎
辮
黜
㎜鏃
欝
欝
㎜㎜㎜脇
㎜瀦
嬲
㎜謙
㎜燃

0.00003

0.00018

0.00023

0.00022

0.00021

0.00016

0.00013

0.oooll

O.00010

0.00009

0.oooos

o.oooos

O.00007

0.00008

0.oooos

o.oooos

o.ooooo

O.00010

0.ooolo

O.00013

0.00017

0.00009

0.0000]

0.00007

0.00012

0.00012

0.ooolz

O.00013

0.00014

0.0001

0.0001

0.0001i

O.00015

0.OOOIF,

0.00017

0.00016

0.00016

0.OOOlfi

O.00016

0.OOOI.6

0.ooooo

O.0001;

0.000?8

0.000?8

櫞

韈

糠

繍

鰈

㎜購…鞴

㎜糶

樵

27



表9:引 当金利用率

産業全体

.貸倒
引当金

    商業 金融保険
賞一与引当金

 産業全体
 退職給与引当金
産業全体   鉱業

製品保証等引当金
産業全体 機械工業

齷

欝
黼

灘

懿

驫

攤

㎜灘

鬻

灘

糶

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
⊥

可
⊥

-
↓

攤

攤

綴

繼

鑼

㎜㎜㎜櫞

㎜㎜攤

㎜…擺

樵

㎜撒

韈

㎜㎜騰
黼

櫞

㎜

嚇瀬

㎜灘

㎜灘

㎜灘

㎜繼

㎜㎜灘

㎜㎜

0.0266

0.02947

0.03347

0.03570

0.03494

0.03936

0.05323

0.05706

0.05721

0.05867

0.05684

0.05621

0.OF,98

0.05828

0.05956

0.05960

0.05883

0.OX8;8

0.05F72

0.051`?

0.05378

0.05489

0.05701

0.06194

0.02266

0.045;9

0.057,51

欟

…
欄
黼

騰

鯔
灘

躙
櫞

㎜
㎜
脳
㎜
㎜
驪

㎜
驪

㎜
㎜

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

α

α

α

0
。
α

α

α

0
。
α

α

0
。
α

α

α

α

0
。
α

α

欝

灘

難

儻
瀰

欝

㎜耀
醐蜘醐隲

嬲
鑼

跚

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
。
α

α

α

0
。
α

0
,
α

α

α

α

α

α

0
。
α

0.00074

0.00103

0.ool2s

O.00165

0.00149

0.00139

0.00131

0.00141

0.00148

0.00156

0.00163

0.oolhl

O.00151

0.00157

0.00150

0.00148

0.ooos7

0.0012

0.00151

0.00159

0.00127

0.00146

0.00287

0.00441

0.00F4

0.00774

0.0064

0.oohoo

O.0056E

O.00594

0.00583

0.00635

0.00685

0.00664

0.00600

0.OOF73

0.0070

0.00770

0.004?F

O.00604

0.00673

0.00720

0.00555

0.00643
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表10:準 備金利用率一.価格変.
動準備金

産業全体 繊維工業
海外市場開拓準備金
産業全体 鉄鋼金属

海外投資等損突準備盃
産業全体    鉱業

探鉱7海外探鉱

  準備金鉱業

㎜
灘

鬻

㎜
驫

驫

驫

灘

㎜
灘

灘

灘

嬲

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1

 
 1⊥
 
-
⊥

全引当金
・準備金

0.05247

0.04687

0.04513

0.04548

0.04555

0.04405

0.03564

0.02931

0.02700

0.02585

0.02558

0.02578

0.02324

0.02109

0.olssz

O.01624

0.01425

0.01288

0.01020

0.00719

0.00320

0。00134

0.00077

0,00033

0.00007

0.ooool

0.04503

0.02270

0.00400

0.11149

0.1030

0.09670

0.09812

0.10388

0.09×99

0.082F,4

0.06864

0.06033

0.06284

0.05728

0.04537

0.03564

0.03588

0.04411

0.04042

0.03524

0.03147

0.03067

0.02444

0.01475

0.00705

0.00412

0.00182

0.00032

0.ooool

0.09884

0.04858

0.01?74

0.00275

0.0043F,

0.0057

0.00773

0.00834

0.oosso

O.00958

0.00787

0.00509

0.00417

0.00414

0.00357

0.00353

0.00358

0.00377

0.00272

0.0031;

0.00245

0.00266

0.00243

0.00192

0.0016f3

0.00128

0.00101

0.00070

0.00056

0.00014

0.0051

0.0059].

o.oolss

0.008?

0.0170

0.0170

0.02685

0.0270

0.02206

0.02414

0.01592

0.00679

0.007;0

0.00676

0.00×10

0.00690

0.00642

0.00551

0.00424

0,00339

0.00355

0.00518

0.00410

0.00477

0.00360

0,00134

0.0018E

O.00109

0.00068

0.00017

0.OlF,57

0.01?44

0.00304

o.ooosl

O.00095

0.00121

0.00142

0.00184

0.00?38

0.00289

0.OOF30

0.00887

0.01027

0.01154

0.01140

0.01007

0.008;9

0.00713

0.00611

0.00536

0.0046?

0.00412

0.00357

0.00317

0.00261

0.00231

0.00204

0.00170

0.00170

0.00169

0.oolo

O.00739

0.00355

0.00113

0.00148

0.00392

0.00134

0.0?6;1

0.olio7

0.00953

0.01540

0.01868

0.0243E

O.02780

0.03915

0.03770

0.02814

0.02154

0.02854

0.03400

0.04132

0.04745

0.0,677

0.os71F

O.108,7

0.11770

0」1026

0.08402

0.08911

0.07916

0.00297

0.02392

0.06997

0.04214

0.05437

0.04190

0.0;480

0.05511

0.0635E

O.08191

0.08277

0.09486

0.11F,28

0.1404E

O.12924

0.099?

0.07823

0.07431

0.07879

0.04614

0.08843

㎜㎜瀦

櫞

㎜騨

灘

瞞㎜櫞

鯲

繼
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表ll:産 .業別特別償却利用率
農林水産稟. 鉱業  建設業 繊維工業 化学工業 鉄鋼金属 機械工業 食料品製造

㎜
器

灘

㎜
㎜
灘

器

㎜
黼

器

㎜
㎜
儻

躑

聯

㎜
藩

鄰

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
⊥

1

 
 1⊥

鰤櫞
韈

驪

繼

隲

㎜㎜樵

嬲
繊

懸

㎜㎜攤

櫞

攤

棚㎜鷹櫞

樵

総

㎜撚

櫞

櫞

欄㎜攤

㎜㎜撚

飜

攤

藩

㎜飜
攤

攤

糶

㎜鰈

攤

欝

…㎜櫞

㎜繍
黶

櫞

購…㎜㎜継

濺

縣

㎜攤

㎜螺

韈

攤

㎜㎜購驪
…纖

糶

黼

糠

攤

韈

構

㎜…櫞

飜

㎜㎜㎜

㎜㎜鰻

繼

鑼

攤

㎜㎜㎜鱗

繍

糠
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表11:産 業別特別償却利用率(続)

出版印刷 その他製造 商業 金融保険 不動産業1) 運輸通信公益 サー ビス業

㎜
櫞

黼

灘

㎜
驫

驫

攤

㎜
濕

騰

灘

嬲

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
⊥

-
⊥

-

.
合評)

鑼

㎜韈

韈

騰
攤

㎜攤

櫞

櫞
㎜

纈

欄
攤

繊

㎜攤

㎜㎜驪
櫞

櫞

㎜

㎜㎜㎜櫞

欄
糠

襯

㎜㎜㎜㎜鑼

麟

縢

㎜繼

矚樵

灘

隰

鼎
…糠

㎜㎜攤

㎜㎝1):蒙計b'よ る住.宅疫資ぼ不動産業に帰属させている

櫞

羅

鰈

櫞

攤

㎜㎜…㎜櫞

櫞

㎜

㎜㎜㎜攤

欝

櫞

撚

㎜㎜繃
櫞

繼

㎜

…㎜躙
樵

㎜㎜㎜撒

櫞

㎜購櫞

黼

糶

㎜櫞

繼

轢

韈

驪
㎜黼
…櫞

繖
2):特別償却損気算入実施額合計を対象とする新規設備投資合計

で割ったもの
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5 資本サー ビス価格の計測

 以上によって、我が国の税体系のもとでの産業別資本財別資本サービス価格の導出式と、実効税率が求
められた。 ここでは観察 される資本所得から上記の仮説に基づいて資本サー ビス価格の計測をおこなう際

の留意点や、その計測の際に必要となる諸変数について述べる。

5.1 産業 別資産 財 別 資本 サー ビス価 格 の推 計

 資本サービス価格の推計に関して、はじめに一般 的に記述した(4)式 における資本ス トック量と(投 入)
資本サービス量の変換係数φ勉 こっいて検討 しておきたい。そこでの変換係数は時系列的変化を含んでお

り、それは資本サービス量への単位変換を意味するとともに、資本設備の稼働率が時系列的に変化するこ
と、稼働率変化修正係数の意味も包含している。新古典派仮説に基づいて資本のlnaユ1eabilityを仮定する

と、資本の稼働率修正は矛盾するものとなり意味を為さない。新古典派仮説では、フロー概念 としての資

本サービス投入量は 「所有とい う硬直性」や 「物的な硬直性」を持っものではなく、すべてレンタル して
いるかあるいはいっでも必要な資本財へと変化できる世界を想定していることによる

。一方、現実の経済
をみると、景気循環に応 じて短期的に遊休設備が存在し、ス トック調整がおこなわれている。観察される
資料がそのような経済状態から生成 されたものであることを鑑みれば、稼働率の存在を無視することは出
来ないかもしれない。

 しかし本稿では、新古典派仮説に基づいて資本サービス価格の推計をおこな うことにし、上記変換係数
は時系列的に一定(φ初)と して稼働率の時系列変化は明示的には扱わないものとする。結果 として、現実
の礪 率変動については蝶 別資本収益率に反映されることになり、(以下に示すように求められるφ・舜 ゴ
によって)産 業別資産別の稼働率の相違にっいては資本サービス量の計測結果に包含 される

、.よって産業
別資本所得をVK ,tとすると・懽 業 瞶 本財についての資本サー ビス価格((61)～(64)式)と 資本サービス
量1ψ あるいは資本ス トック量鵞 ゴの積 として次のようにあらわされる1,

                    Vx,t一   ,7K:,齢ゴ

                         k-1rc

                       一 Σ 艦 φ蔑ブ鵞 ブ      (67)
                         k-1

上記第1式 は .1産業 のフロー概念 である資本 サー ビス投入 量によって、第2式 では実 際に様々な仮説 を

伴 ない なが ら観察可能 な資本 ス トック量 とサー ビス量へ の一定 の変換係 数φ何の積 に よって記述 してい

る28。(61)～(64)式 のn本 の資本財別資本サー ビス価格推計式 と(67)式 の計n+1本 の連立方程式か ら
、

辮蠶戀灘鑼難
とを前提にしており、その意味で通常経済的な他の条件と独立に一完全に物理的な関数によって一定義できない点である)

.実 際に

籠彊艦鑞崟欝 貔韈肇考喩貝潔 灘鵬鑼襲1ま嬲講翻鑞欝1鸚 喜
驪畿歎 鵬 鍵 鸞量量濃欝繰飄 攤織 こ撰驍鞴 繍隸蘓鎌
雛灘彎態譱繋購 響 餮集鸞 膿舳鸞難繍 皋論驟購膿 鞭:争次の取
し纏蛮磁 融錨識難弊鏨 鶴 湖 雛 蠹 捕 ご轟爍鑽 ξ㌫ 撮鰻
生産技術に規定されるその利用量によって、投入されるサービス量は異なるからである

.こ の相違が生産技術を異にする産業にとって
・資本ス トック量から資本サービス量一の鼈 別産業別変換騰 を腰 とするところである、言い換えれば、現実白勺にはその資本
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熊 φ唾 一1,…,n)お よび,9rt(お よ碑)伽+・ の解が求 められ る.褓 とし蠏 かれた資本サ_ビ

ス価格を資本財別に基準年において1 .0と し資本サービス価格指数を作成すると、変換係数φたゴが求められ
る。それはス トック量か らサービス量への単位変換の意味のみを持ち、変換係数と資本ス トック量の積に
よってはじめて異なる資本財間で共通のサービス換算 した単位で和集計することが可能となる29

。

5.2 推計 のた めの 諸 変数 につ い て

 (61)～(64)式 と(67)式 からの資本サービス価格と資本収益率の推計のために採用した実効税率、償却率、
資本ス トック、資本所得などの諸変数にっいて注意すべき点や推計方法を述べておく。

 まず第1に 、実効税率にっいては第4節 で計測 したとおりであるが、企業形態の扱いについて本推計で
は法人企業と個人企業 とを区別 していない。 これは経済統計上、固定資本マ トリックス(あ るいは固定資

本ス トックマ トリックス)の 時系列推計における分割の困難性(経 済企画庁 「民間企業資本ス トック年報」

等を用いての安易な分割はむしろ誤差を拡大するのみと判断 しておこなわなかった)、産業連関表において
産業別資本所得が分割され得ないこと、税率に関する資料的制約(引 当金 ・準備金、特別償却などは法人
企業についての統計のみ利用可能である)に よっている。よって第4節 で述べたように、資産課税および
取得税を除く税制にっいては法人企業についての各種実効税率を推計 し、すべて個人企業にも同率を適用
するとの想定になっている。

 第2に ・償却率については実効償却率δ炉と法定償却率t.が 必要である。実効償却率 については、第2節
で展 開 した図式に基づいて、数量側か らの把握 と、価格側か らの把握 をお こなっている。数量側か らの物

理的償却率の把握 としては、我が国の1955年 お よび1970年 の大規模 な 「国富調査」をダブルベ ンチとす

るpOlyT101T--al-bel1Cl11Tla1'k approachに よってわれわれの固定資本マ トリックス と整合的に産業別 ・資産別

償却率を推計 している・その推計結果は民間部門については表12 、公 的部門については表13の とお りであ

る。また1970年 以降については上記推計 に加 えて、価格側 か らの償却率推計 として資本財の中古品価格

(自動車にっいて)や レンタル価格(賃 貸住宅)か ら、BOx-Cox法 によって推計 した値、それ以外の資本財
についての値な どは表14に 与えてい る30。上記 の償却率推計に したが って固定資本ス トックマ トリックス

の時系列推計をお こなっているが、資本サー ビス価格推計の際に同推計値を用いると一部 の資本財 は1970

年を境 に償却率に不連続な ものにな り望ま しくない。 この不連続1生は、われ われの推計では1970年 前後

で推計方法が異なるためであ り、1970年 以前がpolyiicunia ,1-beiirhmark apProad1に よる推計値 によって

いるか らである。 しか し、我が国における資本ス トックの貴重な直接推計である 「国富調査」(大 規模調査

である1955年 ・1970年 両調査)を ベンチマー クとして新規投資(固 定資本マ トリックス)と 固定資本ス

トックマ トリックスの整合性 を保っことを重視 して資本ス トックの推計では調整はお こなわなかった
。資

本サー ビス価格の計測ではこの点を修正 し、197ユ 年以降に適用 した資本財別実効償却率 を用いて ユ970年

以前について もその値 を適用す ることにす る31。 また資本サー ビス価格推計においては民間部門 ・公的部

磁 課 灘 鶚 織 鬻 蝣 哩醗 誉鸚騨 示すもの嚇 この意味で本稿での時繍 こ一定の変騰
29産業別資本サービス量(Kt)と して資本財集計したものを求めるため

1・は淦 額べ一スで把握し罐 勦 」資本財別の資本ス ト。

蝿 の資本財糠 計(Σ 欝 ゴ)で}抔 醐 である.そ の単位はサービス量としての単位ではなく
、資本財価格から撒 た金額単位

薹蟻 纏 驢 癸鬻 鄒 籍離 懲 鵬 璽斡 鐵 蘓 蔘羅 贈・相轍 鰰 一ビス価格に
 30BGAを 仮定したとき、第2節 で述べたように経済的償却率と物理的償却率は一致する。償却率の推計についてのモデルおよび資
料についての詳細は、数量側からの物理的償却率の接近方法にっいては拙稿[18]pp .221-227、 価格側からの経済的償却率推計の接近
法は同pp.228-234を 参照されたい。数量側からの接近では先験的にBGAを 仮定しているが、価格側からの接近では償却パターンそ
のものが検証可能である。我が国の自動車と住宅を対象にしたわれわれの計測では、近似的にBGAが 適用可能なものであった。

萋織 嬲醸 雛繍 鑢 鉾謁暑貼 磐懲蔀欝繍繋撚 書鷹 翻・鵬譏、雛 轢
篇 辮 鯱 飜 裁脇 轟 毳饗 鷺 瑚 翻 篇 欝轡 測結果が・米国でのOLt.a-G・it・・h・・[14]に

 31調整前と調整後の償却率を比較すると、特に9.自 動車では1970年 以前の実効償却率が88%程 度と非常に高く、一一方中古品自動
車価 格 に よる推 計値 で は約25%で あ る。(ス トック推 計 とは整 合 的 であ る 量)のの)こ のpolynomial -Ueuchinark approachに よる推
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門を集計したレベルで扱っているので、以上の民間 ・公的部門別償却率を民間 ・公的別固定資本ス トック

マ トリックス(期 首)を 時系列的にウェイ トとした集計値によっている
。

  一方・法定償却率については 「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」により法定耐用年数の時系列
的な変遷 と、ここでの12償 却資産の内部での資産構成の変化を考慮することで推計 している

。法定耐用年
数の変遷の うち、特に大 きな変化は1966年 か ら1967年 にお ける建築物の耐用年数の低下であ り

、鉄筋鉄
骨住宅 ・工場 あるいは木造住宅 ・工場 など前年か らの約8割 ほどに改定 されてい る32

。

  以上によって計測された実効償却率と法定償却率の比較をおこなうことにしよう。資産別に平均償却率
求 めた ものが表15で あ り、産業別 に平均償却率を求めたものが表16で ある(各 集計の際の時系列 ウェイ ト

はわれわれの時系列固定資本ス トックマ トリックスでの期首資本ス トックによる)
。資産別平均値 の比較で

は・2・建設物・4・木製品・5・家具、6.金 属製品で実効償却率が法定償却率 を上回ってお り、法定耐用年数
の方が実効耐用年数よ りも長いが、その他 多 くの資産では法定耐用年数 の方が短い ものになっている

。産
業別 にみても38.不 動産業を除 くすべての産業で、法定償却率が高 く、表16で の最終行にあるよ うに、全

体 では1960年(お よび第3次 産業)を 除 くすべての年次で法定償却率が高い,,資 産分類 としては各種機械
が資産構…成 のシェアの大きな第2次 産業の償却率が高 く、実効償却率で約9%、 法定償却率で16.20%程 度

になっている。

 第3に 、(67)式 での資本 ス トックにっいての注意点を述べておきたい。通常、資本ス トックには、粗資
本ス トック(Gross Capital Stock)、 純資本ス トック(Net Capital Stock) 、そ して生産的資本ス トック

(Productive CapitaユStock)の3っ の概念がある。本稿での償却パ ターンにおけるBGAの 仮定は
、資産

価値の面を反 映 した純資本ス トックと生産能力の面 を反映 した生産的資本ス トックを同一の もの として扱

うことができる。 われわれの時系列固定資本ス トックマ トリックスはその ような仮定の もとで計測 された

ものであるが33、 民間部 門、公的部門別 に推計 されてお り、特に公的部門には詳細な社会資本部門が包含

鸛 縣 瀦 縣 罅 譜 攜 癖1綴 斃 騰 均値)は197・年力・一 ・5・%程一 し・全平均実効償

鑢鰲騨鞴聽藐難1藩鱗礬構灘;覊灘;驚轗繍

翳繕灘講難隷鸞灘響鸞纛灘聯鸚i
よ貝1騨的PI)を近似的に用いている・ここでは最終的に・平均耐用年数から償却率一変換を園 ・のを用いている(1・8]…36

潔 離 認 諜 鰻 驫 況脇 竃鵬 贈 推計方法嘯 田は拙稿[18]を参照されたいカ・・複諭 讎 に基

反識 攤 驫 嶽 嬲 擺 融 、雛 鵬 諜 脳 鼎 欝膿 質黠 亅総 雛 翫 携

歛 赴毳見繧 識謀1磐莞轍 甥 発 倉涯澄㌫ 騰 箜鍔 溜 言認 響塩 ま禦 編㍊ 響謡 髏 璽襟 寓鵬

鱗繕縫騨鱗響簾驪温奪巷華簿善譏讌姦鯉慧欝攤繍1戮皸催繋{
のような計算では1台 という数量で定義した自動車の質は時系列的に均一であると仮定しているからであり

、それによって自動車における質的向上分は価格指数
の上昇として包含されることになるからである.こ の質的変化を考慮すべく考案されている一・つの分析

暃論強㌫ζ畆粥羸蘓鍔鶸歪難需輪葡謝蜘轄羇默冨き雰熱贈齦雛靆韈課葦{∫～
翫臭飜 懲 難 親膃 騰 諺婆響 丐醐 聡 ㌃ 褊 銃 ご濫1ピ識 驥 擢鸞
は生産者が品質上昇に要したコス ト評価によって品質調整をおこなっている、,ゆえにここでの目的からすれば、デフレーターとして
選択すべき統計資料はWPIが 望ましく、それを用いて名目系列をデフレー トすることによって時系列的な質的変化を調整した資本

追加分の系列を得ることができる。言い換えると、ある仮想的な資本サービス量という同一の能力単位によって
、現実に観察された投資系列を再評価して

いるのである。ここでの調整を 「フローレベルでの質的調整」と呼んでおこう。

 また特に資本ス トック推計として特徴的な問題点は、ある一単位の資本量の時間経過に伴う減耗を如何に考慮するかという点で

墓言:鰐磊藷侖凝鰻纓葉緊3鷺慾雛騒怨鶴簇默搬鰻 翻篇譛縞訟評饗享計確鰹1
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されてい る。 ここでは特に社会資本部門の うち、民間住宅、公的住宅は38.不 動産業 、鉄道軌道は27 .鉄
道輸送業、高速道路は28.道 路輸送業、港湾は29 .水運業、空港は30 .航 空輸送業へ と格付けている(そ の

他、一般道路、公園、下水道、治 山、河川、砂防、海岸 、土地造成 などは格付けをお こなわない)。

 土地ス トック([18]pp.255-261)に っいては、資本サー ビス価格の推計 の際には農用地、住宅地、工業用
地、商業用地の4っ の地 目別 に分割 されてい る。それ ぞれの土地取得価格については

、農用地について不
動産研究所 「田畑価格及び小作料調」、その他は同 「市街地価格指数」によって資料 を得 ている

。 また在庫
ス トックについては、われわれの推計 した在庫残高マ トリックス([18]pp .244254)の3在 庫形態(製 品、

仕掛品 ・半製品、原材料 ・貯蔵 品)を 集計 したベースによって捉 え、SNAの 在庫残高デフ レーターを用い
ている。

 第4に 、産業別資本所得 としては、われわれの時系列産業連関表ではここでの仮説に概念的に適合させ
るために・総務庁 「産業連関表」に対 して3つ の点について調整をおこなっている。まず、「産業連関表」
では1989年 以降導入された消費税は付加価値項目のうち営業余剰に加算されているため

、消費税総額から
産業別に推計 したものを営業余剰から除き、間接税に加算する。第2と して、同営業余剰に含まれている
自営業種 ・家族従業者の労働所得は、それを労働所得と資本所得へと分割することができないので

、すべ
て労働所得として扱 うことにし、営業余剰からは除く。そして第3に 、「産業連関表」で間接税に含まれて
いる各種取得税、固定資産税を取り除き営業余剰へと加算する

。以上のように調整された営業余剰と減価
償去階 の合計によって・完全分酉己を仮定して産業別資本所得(

K,t)を 求めている。

 また資産としての土地を導入 したとき、観察される資本所得に留意しなければならない。土地所有によ
る対価(地 代)は 、貸す主体にとって財産所得であるから 「産業連関表」では計上されないことになって

おり、(不動産賃貸業)と(住 宅賃貸料)両 部門の国内生産額には定義上含まれない。一方、借 りる主体に
とって企業会計上ひっとの費月構 成を為すことから 「産業連関表」にも計上されているはずである(結 果

的に営業余剰に含まれるであろう)。地代をめぐって両者の扱いは概念上矛盾を含んだものであるが
、実際

の(不 動産賃貸業)と (住宅賃貸料)の 国内生産額の推計方法からみると
、建設物の賃貸に地代が含まれ

ている場合 には統計記入者 は通常純粋 な地代分 を分離できないであろ うか ら
、内数 として地代 を含んだ生

産額 になってい ると考 えられ る。以上を整理す ると、a .土 地を自己所有 して る場合にはその機会費用の対

価 が当該産業の営業余剰 に含まれてお り、また借地の場合には、b.純 粋 に地代のみの とき(あ るいは建設

物 の賃貸料 と地代が分割 されてい るとき)結 果 として借 りている産業の営業余剰に
、C'.そうでない ときに

は所有 している産業(不 動産業)の 営業余剰に含 まれ ることになる。われわれのス トック推計はすべて所

有者主義によって計測 してい ることか ら、aとcの 計上方法は整合的であるが、 bの 計上方法はバイアスを

もた らす ことになる。 この調整は困難であるので、第6.3節 での土地を含んだ資本サー ビスの推計ではこの

.ような留意点があることに注意 されたい。

して把握 されるものである。その計測のために明らかなことは、過去の投資系列を今期の投資系列と資本サービスという次元からみ
て同じ能空単位で再評価する必要性であり、それは過去の投資系列からの資本サービス量における適切な減耗分の評価に他ならな

い。よってもし何らかの物理的減耗があれば、それを減じたものとして把握されるぺきである、,では…方で経済的償却として陳腐化

肄蹴耀鷲農勢谿蠡離幟嬲寵饗鯵輿鱒覽脇騰饗聲鋳辮諏禦書窒ξ麓う』髄腰
象が新製品の能力単位から見たとき過去の投資量の減耗を加速させるという意味で、経済的償却として価値の問題にとどまらずに、
物的な問題として統一単位で集計する必要から発生する減耗分にっいてはさらに質的変化の影響を考慮する必要が生じるであろ5

。

詫鑠竿騫藁竺菩矩鞭曽厩惠奈舗享耄瀦飜磯毳黐編奮蓉雛譱痴望毳鑷齲あ高薯毒譱隼砦蠶舘
りL(4)式 に対応してそれを 「ス トックレベルでの質的調整」と呼んでいる。この調整は、異なる年齢の資本財間で完全代替の仮定

蠶 鋳編 翻 韈 幻 こで用し'ているスト・クマトリ・クスは上記の質白糶 を撤 った生産的資本スト・クの概念
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1,農 林 水産業

2.石 炭鉱業

3.そ の他鉱業

4.建 設業

5.食 料 品

6.繊 維

7.衣 服

8.木 材

9.家 具

10,紙 パル プ

11.出 版印刷

12.化 学

13.石 油製品

14.石 炭 製品

15.ゴ ム製 品

16.皮 革製 品

17.窯 業 土石

18.鉄 鋼

19.非 鉄金属

20.金 属製品

21.一 般 機械

22.電 気 機械

23.自 動 車

24.他 輸 送機械

25.精 密機械

26.他 製造業

27.鉄 道輸送

28.道 路輸送

29.水 運

30.航 空 輸送

31.倉 庫他

32.通 信

33.電 力業

34.ガ ス業

35.水 道供給

36.商 業

37.金 融保険

38.不 動 産業

39.教 育

40.研 究

41.医 療

42.他 サー ビス

 全 体

  ___ 12:一旦 間産業別資産別償却率

一1・動植物 2.建設物 31.繊雁製磊 4.木 A -5.蒙 其一一
〇.10644

6.金 属 製品
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0.73547

解 不定b

解 不定b

解 不定b

解 不定b

0.47180

解不定aは 償却率0で も1970一耳婚 禾ヌ トy歹 に満飯 葛万=ス([181:222(3 .24)弐 蔘照)

解不定bは1970年 資本ストックが新規投資よりも過小なケース(同p .222(3,25)式 参照)

0.05226

0.OF380

解 不 定b

解 不定b

解 不定b

3G



表12:民 間産業別資産別償却率(続)

1.農 林 水産業

2.石 炭鉱業

3.そ の他鉱業

4.建 設業

5.食 料 品

6.繊 維

7.衣 服

8.木 材

9.家 具

10.紙 パルプ

11.出 版 印刷

12.化 学

13.石 油製品

14.石 炭 製品

15.ゴ ム製 品

16.皮 革製 品

17.窯 業 ゴ=石'

18.鉄 鋼業

19.非 鉄金属

20.金 属製品

21.一 般 機械

22.電 気 機械

23.自 動車

24.他 輸 送機械

25.精 密機械

26.他 製 造業

27.鉄 道輸送

28.道 路輸送

29.水 運

30.航 空輸送

31.倉 庫 他

32.通 信

33.電 力 業

34.ガ ス業

35。水道供給

36,商 業

37.金 融保険

38.不 動産

39.教 育

40.研 究

41.医 療

42.他 サー ビス

 全 体

7.一 般 機械 8.電 気 機械  9 .自 動 車 10.他 輸 送  11.精 密機械7'fう7他 製品『

㎜㎜㎜灘

㎜撫

購

澱

…轗

鑞

欝
轍
0.05282

0.80429

解 不 定a

解 不 定a

O.00412

解 不 定b

解 不 定b

O.2498`?

㎜㎜驪
羅

櫞

購

糶
㎜購辮

鑞

黜
㎜鰹

撫

輪購

㎜黼灘

繍

…灘
嫩

欝

縮…㎜織

軸灘

黜
解不定b

O.99F57

解 不 定b

解 不定b

解 不定b

O.05664

解 不定b

O.88046

 黜
羅

蘇

羅

飆

輪蘓

撤

㎜㎜灘
解不定a

解 不定a

解 不定a

O.1354

解 不 定a

O.30912

0.12836

0.50450

解 不 定b

O.33840

0.50839

0.73824

0.30666

解 不 定a

O.36038

0.02337

0.47753

0.49464

0.58837

0.84317

0.770F1

0.86715

0.132

0.2×560

0.26?06

0.25137

解 不 定a

O.36732

0.68476

0.59836

0.60?23

解 不 定b

O.39448

解 不 定b

解 不 定b

0.X682

0.01613

0.09810

0.09392

解 不 定b

解 不 定b

O.60486

0.30802

0.97649

0.18470

0.1414

0.34554

0.72650

解 不定b

解 不定b

解 不定b

解 不定b

0.01912

解不定a

解 不 定b

O.13314

解 不 定aは 償 却 率0で も1970年 資本 ス トソク に満 た ない ケ ース([181p .222(3.24)弐 参 照)一

解 不 定bは1970年 資本 ス トックが新 規 投 資 よ りも過 小 な ケー ス(同p .222(3.25)式 参 照)
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表13:公 的産業別資産別償却率
1.一動 櫃物

1農 林水産業

3.そ の他鉱業

4.建 設業

J.食 料 品

11.出 版 印刷

12.化 学

20.金 属製 品

27.鉄 道輸送

28,道 路輸送

29.水 運

30.航 空 輸送

32.通 信

33.電 力業

34,ガ ス業

35.水 道 供給

36.商 業

37.金 融保険

38.不 動産業

39.教 育

40.研 究

41.医 療

42.他 サ ー ビス

43.公 務

 全 体

2。建設物  3.繊 維 製品  4 .木 製 品 5.家 具   6.金 属製 品
0.11505

解 不 定b

O.11267

0.10684

0.08294

0.10381

0.07544

0.11084

0.11206

0。12288

0.11169

0.10008

0.11223

0.15031

0.12949

0.10987

0.12290

0.11205

0.09184

0.14456

0.11908

0.12065

0.11740

0.28589

0.26818

0.26489

0.26786

0.2771,E

O.26930

0.26874

0.26903

0.392.5

0.35190

0.33193

0.28979

0.28385

0.28811

0.29757

0.28806

0.28563

0.29387

0.29226

0.29492

0.29499

0.29509

0.29788

0.29837

0.29734

0.21307

0.21670

解不定b

0.21923

1.農 林黒

3.そ の他鉱業

4.建 設業

5.食 料 品

11.出 版 印刷

12.化 学

20.金 属製 品

27.鉄 道輸送

28.道 路輸送

29.水 運

30。航 空輸送

32.通 信

33。電 力業

34.ガ ス業

35.水 道 供給

36.商 業

37.金 融保険

38.不 動産業

39.教 育

40.研 究

41.医 療

42.他 サー ビス

43,公 務

 全 体

                   0.31416     -1些i坐16
7.一般機械  8.電気機械  9.自動車  10.他輸送  11 .精密機械  12.他 製話一
             〇.768050.14044

0.16061

0.13808

0.15899

0.13559

0.13605

0.13996

0.13718

0.13711

0.13987

0.14723

0.15355

0.13294

0.13631

0.14092

0.14003

0。38688

0.1157

0.14125

0.14042

0.16504

0.1967

0.1420`?

0.13230

0.13435

O.--916

0.132;1

0.11809

0.11712

0.13843

0.12803

0.12960

0.12360

0.12247

0.11957

0.1.?513

0.6724

0.1?659

0.13611

0.12249

0.12631

0.12402

0.12595

0.77574

0.83771

0.sos77

解 不 定b

0.66385

0.71505

0.91998

解 不 定b

解 不 定b

O.5925].

O.F,7913

0.7,233

解不定b

解不定b

解不定b

解不定b

解不定b

解不定b

解不定b

解不定b

0.25626

解 不 定b

O.23635

0.2744

0.23531

0.27034

0.22909

0.274F,0

0.22023

0.23003

0.287F3

0.28432

0.27F42

0.28244

0.29584

0.?8437

0.28306

0.28801

0.28837

0.28422

0.28596

解 不定aは 償 却 率oで も1976年 資 本 ス トッ クに満 た な いケ ー ス(拙 稿[18]P .222324式 参 照)

0.13833

0.14087

0.14282

0.14445

0.14240

0.14323

0.14236

                                (3.24)解不定bは
1970年 資本ス トックが新規投資よりも過小なケース(同p .222(3.25)式 参照)
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表14:資 産別経済的償却率(1970-92年)

民間   公的  推訐法ま泥は出頁
1.動 植 物

2.建 設 物

3.繊 維 製品

4.木 製 品

5.家 具

6.金 属 製品

7.一 般 機械

8.電 気機械

9.自 動車

10.他 輸送機械

11.精 密 機械

12.他 製 品

o.lills

O.04783  0.04783

0.50468  0.26903

0.3541E  O.35416

0.41866  0.29784

0.21416  0.2141E

O.12250  0.12250

0.11790   0.11790

0.25116  0.25116

0.12836   0.12836
0.27290   0.27290

0.13314  0.14236

表12の 産葉平均値

[18】pp.228-231で の レンタル価格 よ りBox-Cox法

表12、 表13の 産業平均値

表13の 産業平均値

表12、 表13の 産業平均値

表13の 産業平均値

Hulten-Wykoff[8】

Hultell-Wyko珥8]

[18】pp.231-234で の 中古価格 よ りBox-Cox法

表12の 産業平均値

Hulten-Wykoff[8]

表12、 表13の 産 業平均値

表、15:実効償却率と法定償却率の資産別平均値の比較

1.動 植 物

2.建 設 物

3.繊 維 製品

4.木 製 品

5.家 具

6.金 属 製品

7,一 般機械

8.電 気機械

9.自 動車

10.他 輸 送機械

11.精 密機械

12.他 製 品

    実 効 平均償却率

19F,0    1970    1980    1990
    法定 平均償却率        比較
19FO    1970    1980    1990    1970   1990

0.1112

0.0620

0.4047

0.3542

0.4039

0.214`?

0.122

0.1179

0.2512

0.1284

0.2729

0.1361

0.1112

0.0588

0.44F8

0.3542

0.070

0.2142

0.1225

0.117

0.2512

0.1284

0.2729

0.1361

0.1112

0.0576

0.4503

0.354`?

0..791

0.2142

0.1225

0.1179

0.2512

0.1284

0.2729

0.1364

0.111`?

0.OX61

0.5015

0.3542

0.4119

0.2142

0.122

0.1179

0.251`?

0.1284

0.2729

0.146

0.1684

0.0466

0.5358

0.2;01

0.2501

0.logs

O.3690

0,3187

0.4377

0,1646

0.3690

0.3690

0.1749

0.0;81

0.5358

0.2501

0.2;01

0.1423

0.3690

0.3187

0.377

0.1F87

0.3690

0.X690

0.2131

0.0555

0.5358

0.2501

0.2501

0.1423

0.3690

0,3187

0.4377

0.170

0.3690

0.3690

0.2142

0.0510

0.5358

0.2501

0.2501

0.1423

0.3690

0.3187

0.4377

0.is7s

O.3690

0.3690

十

一

十

十

十

⊥
-

一

十

十

十
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表16・ 実効.償却率と法定償却率9産 業別平均値の比較

1..農菻 水

2.石 炭鉱業

3.他 鉱 業

4.建 設

5,食 料 品

6.繊 維

7.衣 服

8.木 材

9.家 具

10.紙 パルプ

11.出 版 印刷

12.化 学

13.石 油製品

14.石 炭製 品

15.ゴ ム製 品

16,皮 革製 品

17.窯 業 土石

18,鉄 鋼

19.非 鉄

20.金 属

21.一.般 機械

22.電 気 機械

23.自 動 車

24.他 輸 送機

25.精 密機械

26.他 製 造業

27.鉄 道 輸送

28,道 路 輸送

29.水 運

30.航 空輸送

31.倉 庫他

32.通 信

33.電 力

34.ガ ス

35.水 道

36.商 業

37.金 融

38.不 動 産

39.教 育

40.研 究

41.医 療

42.他 サー ビ

43.公 務

  第1次 産業

  第2次 産業

  第3次 産業

  全 産 業

1960

実 効 平均償却率

1970    1980 1990 1960

法 定平均償却率

1970    1980

跏
欟

鑑

鑑

翻

攜

欟

㎜
㎜
鑞

惴
翻
獺
粥

鋤

嬲

巖

㎜
欟

躡

㎜
器

隅
脳
㎜
糊

…
橢

㎜

 

.0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

α

α

0
,
0
。
α

α

α

α

0
,
0
,
0
,
α

0
.
0
,
α

α

0
,
α

α

α

α

0
.
α

0
,
α

   七匕較一 一一 一'

1970   1990

纖
纜

㎜
驪

伽
㎜
纖

㎜
撒

懸

纖

慵

蝋
纖

櫞

纖

躑

跏
㎜
躑

器

臘

㎜
㎜
纛
瞞
㎜
㎜
器

㎜

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

α

0
。
α

α

0
,
α

α

α

α

α

α

α

α

α

0
,
α

0
.
α

α

α

α

α

欄
鼎
㎜
嬲
擺

蠏

欟
雌

嬲
欄
棚
瓢
黼

攤

㎜
探
黼

…
鞴

…
欄
臨
躑
躍

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

α

α

0
.
α

α

α

α

α

α

α

α

α

α

α

α

α

α

α

α

α

α

α

α

鵬
湖

繍

㎜
翻

㎜
讎

瀦

灘

騾
㎜
㎜
㎜
翻

撕

罌

繖

縄

欄
㎜
嬲
欟

嬲

㎜
㎜
㎜
㎜
織

躑

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

α

α

α

α

α

α

0
.
α

α

α

α

α

α

α

α

α

0
。
α

α

α

嬲

瀰

㎜
瓢

撫

攜

㎜
繖

慍

纜

櫞

爛
攜

嬲

㎜
瞞
瀰

㎜
㎜
騾

㎜
…
㎜
纜

脇

㎜
㎜
…
騾

躍

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

α

α

α

α

α

α

α

α

0
。
α

0
.
α

0
。
α

α

α

0
.
α

α

0
。
α

α

懶

惴
蠶
攤

濕

撫

獵
瀰
僻
擺

爆

齬
蒲
繖
謂
総
攤

…
槻
㎜
躡
欟

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

α

α

α

α

α

α

0
.
0
.
α

α

0
。
0
.
α

0
.
α

α

0
.

欄
描
羅

獵
儲

蠶

懶

器
鼎

㎜
僻

蹣
鼎

鬻

㎜
欟

㎜
撒

鑠

譏

瀰

欟

器

㎜
器

欟

…

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

α

α

α

α

α

α

α

α

α

α

α

0
。
α

α

α

α

0
,
α

α

α

α

α

0
.
α

α

撚

撫
鷺
濕

獺

獺

欄
欄
抽
羅

講

器

欟
聯
盤

翻
㎜
聯
㎜
㎜
㎜
礁
㎜

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

α

α

α

0

α

α

α

α

α

α

α

α

0
,
α

0
,
0
,
0
。
α

α

α

0
。
α

α

↓ 一1一
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6 計 測 結 果 の 考 察

 計測された資本サービス価格にっいて、資本収益率の均等化、税制の導入効果、資産として土地 ・在庫
の考慮の有無などの影響にっいて考察を加えながら、計測結果を報告することにする.

6.1 資本 収益 率 の均 等化

 資本サービス価格を推計する際、(61)～(64)式 の資本財別資本サービス価格推計式において、産業別に資
本収益率4を 仮定すること(資 産間均等化)と 、産業間で均等化 した資本収益率 γtを仮定することの両

者が考えられる。もし完全にmalleableな 世界を想定するならば、後者のほうが整合的である。 しかしこ
れは理論的に選択可能ではなく、計測結果より選択するしかない。よってここでは、税制を考慮せず、資
産 として土地と在庫を含めないもとで、産業別資本収益率と産業間均一資本収益率による計測結果を比較

検討することにする。

 はじめに一国全体の集計量によって検討 しよう。資本収益率を産業別に定義 したとき、計測された産業
別資本収益率の(産 業別資本所得V'x

,tをウェイ トとした)一 国全体での平均値 では、1962年 に前年よ り低
下 し、その後1973年 の第1次 オイル シ ョック時まで上昇(1971年 、72年 には低下)、1974年 と75年 に大

幅低下(最 高時点 の半分程度)、 ユ979年 まで緩やかな上昇傾 向、再び第2次 オイル シ ョック後 ユ986年 まで

緩やかに低下、バブル経済崩壊の1989年 まで上昇をみせ、そ して1990年 代に入って1980年 代 中旬 のレベ

ル まで再び低下す るとい う推移 を示 してい る。10年 ごとの各期の単純平均をとると、1960年 代で59 .2%、
70年 代44.9%、80/90年 代(1992年 まで)22 .4%と 低下 してい る。産業間均等化 した資本収益率で も、そ
の歴史的な推移 にっいて上記傾向 自体はほぼ同様 であるが、水準は低 く単純平均で60年 代29.3%、70年

代26.7%、80年 代(1992年 まで)13 .0%と なっている。産業別資本収益率は産業別資本所得をウェイ トに

していることよ り収益率の高い産業が一国全体平均値 に与える影響が強 くなっているた めその絶対水準は

(1・7-2・0倍程度)高 くなってい るが、時系列的な資本収益率の低下傾向については
、産業間均一資本収益

率よりも大幅なものとなっている。特に第1次 オイルシ ョック後の低下が大きく、1960年 代の収益率を1.0
とす ると80/90年 代では前者が0 .38、後者が0.44で ある。 この ことを反映 して産業別資産別資本 サー ビ

ス価格の一国全体での集計量(計 測 され7L.̀業 別資産別 資本所得 嘸 をウェ朴 にDivi・ia集 計 した もの)

をみると、1960年 代を1.0と したとき80/90年 代では前者が1 .245、 後者は1.565と 後者が約25%ほ ど高

い。土地 ・在庫 を含 めずに税制を考慮に入れた ときの同様 の計算値は1 .271で あるか ら、産業間均一資 本

収益率を仮定 したもとで計測 された資本サー ビス価格は過大推計であると言 えるか もしれ ない
。

 次に、計測された産業別資本収益率をみると、横断面的にも時系列的にも産業別にかなりの跛行性が計
測 された。横 断面的 に資本収益率の標準偏差をみると、1960年 代38.2%(単 純平均を用いた変動係数 では

0.688)、70年 代22.3%(同0 。682)、80/90年 代15.2%(同0 .903)と 、各年代で産業 間に大きな差異が計

測 され る。標準偏差 でみると縮小傾向にあるが、変動係数 をみればむ しろ80/90年 代に入 って横断面的な

産業別収益率の格差は拡大 している。一方時系列的な変化でも、産業間で跛行性 が計測 される。1960年 代

の産業別収益 率を各産業それぞれ1 .0と す る と80/90年 代の産業別収益率の標準偏差は0 .392と 大きな も
のである。 時系列的な変化でみて も、資本収益率の傾 向は産業によってその推移 を大 きく異 にしている。

 また資本収益率に関する2っ の仮説による、産業別資本サービス価格への影響をみることにしよう。産
業別資本サービス価格(計 測された鰈 別資産別資本サービス価格を産業別鼈 別資本所得 嘸 をウェイ

トに産業別にDivisia集 計 した もの)は 、1960年 代の価格 を各産業それ ぞれ1 .oと す ると、80/90年 代の価

格の標準偏差は、産業別 に異 なる資本収益率を仮定 したとき0 .860、産業間均一一資本収益率を仮定 した とき

0.ユ52と なる。資本収益率に関す る後者の仮定は、産業別資本サー ビス価格 の跛行性 を減ずる結果 とな る。

 以上の計測結果により、産業間で資本収益率が均等化するとい う仮説は容認できず、特に本推計のよう
に稼働率調整をおこなわないときには産業間で収益率の差を認めることが適当である

。上記、横断面的ま



たは時系列的な産業別資本収益率の跛行性は、第5.1節 で述べたように本推計が稼働率調整をしないことに

より、比較時点における各産業の稼働率の横断的な差異、時系列的な産業別稼働率変化を含んでいるもの
ではある。 しかし、たとえ各産業で資本サービス投入量を決定する資本ス トックの稼働率変化を時系列的

に考慮に入れるとしても、やはり産業間で均一一の資本収益率を仮定することは不適切である
、横断面的な

跛行性を示す計測結果か らみると、資本収益率が産業間で均等化 しているとい う仮説をおくためには
、各

産業の稼働率の時系列的な変化に加えて、ある1時 点における横断面的な産業間での稼動率の差異をも求

めねばならないであろう。前者は限定的な技術情報によって近似的に観察可能な産業 もあるが
、後者につ

いては異なる技術を保有する産業にっいて概念上定義することは困難である
。またそもそも事後的な資本

収益率が産業別に異なることによって稼働率の相対的な相違が生じうるとすれば、産業間の資本収益率の
格差を容認せざるを得ない。 よって稼働率調整の如何に関わらず、産業間で資本収益率均等化を仮定する
ことは計測結果か ら適切ではないと言える。以下ではすべて産業別に資本収益率の跛行性を認めながら、
計測をおこなうことにする。

6.2 税 制 の考 慮

 資本サービス価格の推計は複合的な仮説に基づき、限られた観察される資料から帰属計算をおこなって
いる。現実には、企業所得、資本財の取得あるいは保有に関する複雑な税体系および各種優遇税制が

、企
業の生産技術体系の選択、投資行動に影響を与え、観測される資料はその影響下における値であるといえ

る。その意味で各種税制を体系に導入 し、その描かれたモデルのもとで資本サービス価格を帰属計算する

ことは望ましい方向である。よってここでは税制を体系内に導入 したことによる影響について
、資産とし

て士地 ・在庫を含めないもとで考察することにしよう。

 第6.1節 と同様 に資本収益率の一国全体での平均値 にっいてみ ると、税体系を無視 した とき1960年 代で
59.2%、70年 代44.9%、80/90年 代22 ,4%で あったのに対 して、税引き後の資本収益率 碑4の ウェイ ト付

平均値)は それぞれ35.1%、28.2%、11.5%と なっている。 そのおおまかな歴史的な推移 は同様 であるが
、

1960年 代か ら70年 代にかけての資本収益率の低 下傾 向は税引き後ではやや緩やかであり、む しろ80年 代

に入ってか らの低下が激 しい。 これ は第4 .1節での図2に お ける実効法人税率の推移 と整合的であ り、法人
税基本税率では1974年 以降上昇 してい るが、実効税率では1980年 代 に入 ってか ら増加 していること(表

5に あるように実効法人住民税率 も増加)が 主因である。また優遇税制 としての引当金 ・準備金制度の利用

率(表10)を みると1980年 代よ り低下 してお り、その影響は小 さいなが らもこの傾向を後押 しす るもので

ある。1960年 代の収益 率を1 .0と す ると80/90年 代では、税 引き前が0 .379、 税引き後が0 .327と 全計測

期 間でみても実効税率の上昇 によって資本収益率が低下 してい る。 しか し、第6.1節 と同様な一国全体での

資本サー ビス価格 の集計値でみ ると、税体系を無視 した ときと、考慮 に入れ たときでは差異が小 さい もの

になっている(1960年 代を1 .0と したとき、70年 代ではそれぞれ1 .129と1.144、80/90年 代では1 ,245と
1.271)。 税 引き後の資本収益率の低下による資本サー ビス価格への影響、各種取得税の実効税率(表6)の

上昇による資本サー ビス価格の上昇、資産課税による影響(各 資産で実効税率の傾向が異なる)
、また優遇

税制の うち特別償却制度利月」率(表11)の 一貫 した低下傾向による資本サー ビス価格の上昇、また法定耐
用年数の変化 などの総合的な効果 によって一国全体 の資本サー ビス価格 を若干押 し上げている

.各 種税制
の資本サー ビス価格への影響の方向は一律 ではないので、後 に第6.4節 で分割 して考察す ることにしよ う。

 また産業別の資本収益率および資本サービス価格への影響をみることにしよう、産業別資本収益率の傾向
をみ ると、横断面的な変動係数では税制を考慮す る前 と税引き後で1960年 代ではそれぞれ0 .688、0.667、

70年 代同0.682、0.668、80/90年 代0.903、0 .897と 、税体系 の考慮 によって各年代で産業 間格差が縮小

す る方 向にある。産業別資本サー ビス価格への影響は、1960年 代の価格 を各産業それ ぞれ1.0と す ると、

80/90年 代の価格の標準偏差は、税制 を考慮 しない とき0 .860、税 引き後では0.826と なる。 ここで も税体

系の考慮 によって資本サー ビス価格の産業間格差は小 さくなっていることがわかる。
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 資産別の影響をみ ると、資産別資本サー ビス価格(計 測 され た産業別資産別資本サー ビス価格 を産業別

資産別資本所得 kjVK,tをウェイ トに資産別 にDivisia集 計 した もの)は1960年 代 の価格 を各資産それぞれ
1.0と すると、80/90年 代 の価格の標準偏差 は、税 制を考慮 しない とき0.481、 税 引き後では0.486と なる。

産業別資本サー ビス価格の格差は縮小 していたのに対 して、資産別では時系列的な取得税や資産課税の実

効税率および特別償却制度 の利 用率の変化を受 けて跛行性が大 きくなる。

 以上、我が国の税体系および優遇税制を考慮 したもとでの資本サービス価格の計測結果としては、税引
き後資本収益率を一国全体でみると時系列的により下げる方向へ と導き、産業別の跛行性を弱める。また
資本サー ビス価格は、一国全体ではその影響は軽微なものにとどまってお り、また産業別格差は縮小して
いるが、資産別の跛行性は強める結果となっている。各税制の個別の影響にっいては、第6 .4節で土地資産
を含めたかたちで考察する。

6。3 土地 の考 慮

 資産として土地 儂 用地、工業用地、商業月」地、住宅地)と 在庫を追加 したもとでの資本サービス価格
の計測について、その影響 をみ ることに しよう。観察 される産業別資本所得 には土地サー ビス投入 による

対価が(顕 在化 されていなくても)含 まれ てい ることか ら、資本サー ビス価格の推計 に土地ス トックを含

めることは望ま しい ことであるが、ここで特にその扱いにっいて考察 を必要 とす る理由は次の3点 である
。

まず第1に 、我が国のス トックにおける土地資産の量的な問題である、在庫残 高の ウェイ トは小さな もので

あるが、土地の導入はその ウェイ トの大きさか ら計測結果 に大きな影響を与 え うる。 われわれ のス トック

推計結果では、全ス トック額(各 年次再取得価格評価)に 占める土地資産の割合は1960年 代平均75 ,0%、
70年 代平均67.2%、80/90年 代平均(1992年 まで)58 .9%と 低下 しているものの極 めて大きなものである。

第2に 、資本サー ビス価格の導出式((61)～(64)式)に おける理論 図式その ものが、特 に我が国の地価 を

めぐる動 向か らみ ると不適切であるかも しれ ない。地価 には、資産 としての土地の本来の使用価値 に加 え

て、値 上が り期待などによる資産保有 自体か らの便益 も反映され ている可能性 を否定で きない
。 そ して第

3に 、第5.2節 で述べた資本所得に関す る土地の扱いにっいての留意点である。 ここでは税制 を考慮 したも
とでの総合効果 として考察す ることに しよ う。

 前節と同様に、はじめに一個 全体の集計量によって検討する、,資本収益率の平均値についてみると、土
地 ・在庫 を含 めない とき税 引き後の資本収益率は前述のように1960年 代35 .1%、70年 代28.2%、80/90年

代11・5%で あるのに対 して、土地 ・在庫 を含 める とそれぞれ17 .%、 ユ5.0%、8.0%と 大幅に低下 したもの

となった。おおまかに歴 史的な推移は同様であるが、1960年 代に乖離が大きい。1980/90年 代では乖離は

小 さくなってい るものの、バブル経済崩壊 を受けて1990年 以降では後者は前者よ りも大きく下落 している

(1992年 ではそれぞれ10.5%と3.2%)。 また、一・国全体での資本サー ビス価格の集計値でみ ると、土地を含

めないときと含めた ときの価格指数では、1960年 代を1 .0と した とき70年 代ではそれぞれ1 .144と1.043、

80/90年 代では1.271と1.302で ある。後者は、1960年 代か ら70年 代 にかけて前者の価格上昇を下回 り
、

以降80/90年 代までは上回 る。 しか し時系列的な推移 を見ると変動が激 しい ものになってい る(1961年
、

70年 、74年 、81年 、88年 、90年 が山になっている)。 これは明 らかに土地のキャ ピタル ゲインの変動が
、

資本サービス価格 に多大な影響 を与えてい ることによっている。表17の とお り、1970年 代の商業地を除 く

すべての地価上昇率は、土地を除いた資産(再 生産可能有形固定資産)の 離散型Divisia集 計 による価格上

昇率 を大きく上回っている。

 よって士地を資産 として考慮 した とき、観測 され たキャ ピタル ゲインそのままを用いたものをCasel、

保有する全資産(再 生産可能有形固定資産+土 地)の 平均的なキャピタルゲイ ンを用いた ものをCase2と

して2っ のケースを考えることにしよ う(再 生産 可能有形固定資産のみ に限ったケースをCaseOと してお

く)。表17の 最終列の項 目はC'ase2に お ける年平均価格上昇率であ り、1960-92年 の全計測期間では年平均

価格上昇率はCa elが5.74%か ら10.63%な のに対 して、 Case2で は7 。08%と なるG Case2で はすべての地
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一_一一 17: 産L土 地の年平均取得価格上昇率
土地を墜く資一産一農用地 - 地 一商業地一}住宅地『}王地を含む全蚕産=

1960-69

1970-79

1980-92

1960-92

0.0416  0.0514
0.0786   0.1094

0.0103   0.0193
0.0418  0.0574

0.1600   0.1531  0.1617
0.0776   0.0700   0.1019
0.0519   0.06F,8   0 .0590
0.0929   0.0953   0.1063

0.0929

0.0874

0.0358

0.070s

目にこの全資産平均キャピタル ゲインを適用する。 その結果 をみ ると、一国全体の資本収益率の平均値で

は、Case1は 上記 のよ うに1960年 代17 .5%、70年 代1J.0%、80/90年 代8 .0%で あったのに対 して、 Case2

ではそれぞれ14.7%、15.3%、7.0%と な り、1972-85年 ではほぼCase1とCase2で 差 が無いけれ ども、そ

れ以外の期間ではCase2の 資本収益率が下回ったものになっている。 また一国全体での資本サー ビス価格
でみ ると・ユ960-70年 代にかけて前述のよ うにCaselはCaseOを 下回っていたのに対 してCase2で は上昇

し(1960年 代を1.0と す ると70年 代 は1 .405)、 同期間の激 しい地価上昇(キ ャピタル ゲイ ン)に よる資

本サー ビス価格の低下圧力が緩和 されている。一方、CaseOで は1960年 代の平均資本サー ビス価格 を1.0

として80/90年 代で1・271で あったのに対 し、Case2で は1.857と キャピタル ゲインの影響 が小 さく(よ っ

て資本サー ビス価格を大 きく下落 させ ない) 、一方の地価上昇によって資本サー ビス価格 は上昇す る結果 と

なっている・各ケースの推計結果 は表18の とお りである。表18に わかるように、第1次 オイルシ ョックを

境にそ の前後では平均資本収益率がCaseOで は60%低 下、 Case1で は53%低 下、1960年 代の資本収益率
が他のケースに比べて低いCase2で も49%低 下 してお り、あき らかに長期的な資本収益率の低下が計測 さ

れる。

表 ユ弖:一国全体での期間平均資本収益率と期間平均資本サービス価格

1960-64

1955-69

1970-74

1975-79

1980-84

1985-89

1990-92

1960-73

1974-92

 資本収益率(税 引.き後)一.『一一賚本サこビス価1一 一 
CaseO Casel Case2 CaseO Casel Case2

0.3390

0.3625

0.3919

0.1725

0.1206

0.1060

0.1200

0.3623

0.1447

0.1930

0.1573

0.2264

0.0745

0.0845

0.071s

O.0864

0.1869

0.0884

0.144E

O.1501

0.2223

0.0829

0.0778

0.0595

0.0739

0.1F348

0.0842

0.6852

0.858E

O.9137

0.8524

0.9501

1.0081

0.9892

0.8164

0.9409

o.ssss

O.7915

1.0121

0.7202

1.0657

1.0798

1.1108

0.8778

0.9862

0.5145

0.6199

0.821F,

0.772

0.9919

1.OX53

L115

0.F349

0.070s

資 本 サー ビス価 格 は1985年 を1.Uと して いる一

 次に産業別での影響を考察することにする。産業別資本収益率の傾向をみると、横断面的な変動係数で
はCaseO、 Case1、 Case2に つ い て1960年 代 で は それ ぞれ0 .667、0.384、0,434、70年 代0.668、0 .347、

0.360、80/90年 代0.897、0.551、0 .607と な り、土地 資産 の導入 によ り産 業 間格差 は縮 小 し
、Cαse2で は 若

干Caselよ りも産業 別 資本 収 益率 の跛 行性 が あ る もの にな ってい る
、,ま た産 業別 資本 サ ー ビス価 格 へ の影

響 は、1960年 代 の価格 を各 産業 それ ぞれ1.0と す る と、80/90年 代 産 業別価 格 の標 準偏差 はCaseO
、 CV(AA7e1、

Case2で そ れ ぞれ0.826、1 .446、0.782と な る。 Case1の と きが産 業別 資本 サー ビス価格 の跛 行 性 が もっ と

も大 き く、Case2で は もっ と も小 さい もの にな ってい る。 特 に1 .農 林水 産 業で は 資本 サー ビス価 格 の推移

は大 き く変 わ ってい る・CaseOで は 全計測 期 間 を通 じて緩 や か に低下 してい るのに対 して
、土地 を導入 した

Case1とCase2で は 逆 に上昇 傾 向 とな る(1960年 代 を1 .0と して80/90年 代 はCaseOで は0.467、 Casel

で は1.630、Case2で は2.099)。 農 林水 産 業 に は多 くの土 地 が帰 属 され て い る こ とに よ り
、 当該 産 業 の資
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本サービス価格がウェイ トの大きな土地資産の影響を強く受けている。

 以上のように、一国全体の推移からみると資産として土地を考慮に入れたときには土地資産の大きなウェ
イ トを反映 して、資本収益率の計測値 を大幅に低下 させ る。 またCase1で は±地によるキャピタル ゲイン

によって資本サー ビス価格の変動がかな り大 きなものとな り、キャピタルゲインを調整 したCase2で はそ

の影響による不安定性が除去 された ものになる。資本サー ビス価格への影響 では、Case2で は全般的な価

格上昇率を高 くするが、Ca elで 拡大 していた産業間格差 を縮小する傾向にある。 よって土地資産 を含 め
たときにはCase2の 方が望ま しいが、冒頭で述べた第3の 問題点(第5 .2節で述べた資本所得に関す る土地

の扱いの留意点)も あ り、次節ではCase2とCaseOで の計測値 を最終的な資本サー ビス価格および資本収

益率の計測結果 とし、若干の税制の影響にっいてのシミュ レーシ ョンと計測結果の詳細 を示す ことにす る
。

6.4 計測結 果 と若 干 の シ ミュ レー シ ョン

 ここまで考察してきたように、最終的に採用した第6.3節Case2で の(資 本収益率の産業間格差を認め、
各種税制を導入 し、土地 ・在庫資産を含 めた)資 本サービス価格にっいての傾向を考察す ることに しよ う34

。

 一国全体の資本収益率の推移について税引き前、および税引き後の推移を示 したものが図3で ある。
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 一国全体での平均資本収益率推移の傾向としては、税引き前および税引き後ともに1973年 の第1次 オイ
ルシ ョック以降、1979年 の第2次 オイル シ ョック以降、そ してバブル経済崩壊の1989年 以降において低下

してい る。乖離分は資本所得課税の実効税率や引 当金 ・準備金制度な どの優遇税制 によるものであり
、そ

れ らの影響は表19に ある。 そ こでのBase Caseは 図3で の税引き前および税引き後資本収益率に該当 し、

その乖離分について法人税、事業税お よび引当金 ・準備金制度に分割 して影響 をみてい る。 それぞれの税

引き後資本収益率への影響は微係数が定数ではなく他の実効税率 に依存 しているので((65)式) 、ここで

はた とえば法人税 を例に とると(実 効事業税率および引当金 ・準備金利用率は観察値 のままで)法 人税 を

0と した ときの税 引き後資本収益率を仮想的に計算 し、その仮想値 とBase Caseで の税 引き後資本収益率

との差か ら影響比率 を計算 してい る。表か らわかるよ うに影響比率では法人税 が もっとも高 く、法人税の

一34最終結果は前節C・・e2とC・・e・に該当す羲 ・のであるが、計濠りされた産業別鼈 別資本サービス1西格の一部はマイナス値をとっLい歪
。よってここでの計測結果は税制に関するシミュレーションを除き、マイナス値の補正後の数値である(第6 .3節での計測値とは若干異なる)

。補正方法はマイナス値が発生した前後の価格の中間補間によっている、1
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賦課 によって3448%ほ ど税 引き後では資本収益率を押 し下げる。その効果は1980年 代 に入 ってか ら増大

し、1960年 代お よび70年 代の平均 的な影響比率が37%程 度で あるのに対 して、1980/90年 代では44%の

低下要因である。事業税の賦課 も同様 に10-12%ほ ど資本収益率 を下げることになる。両者の時系列的な推

移 は表5で の実効法人税率、あるいは実効事業税率の推移に類似的なものであ る。また引当金 ・準備金制

度利用率によっては逆に0.7-2.5%ほ ど税 引き後資本収益率を押 し上げる。表10に あるよ うに全準備金 ・引

当金制度利月」率が1960年 代 の約24%、70年 代約26%か ら1980/90年 代の約21%へ の低下と対応 して
、影

響比率 は同期 間それぞれ1.4%、1.9%、1.1%ほ ど税 引き後資本収益率を上昇 させ る(税 引 き前資本収益率

か ら資本所得課税 による影響 を軽減す る)結 果 となる。

表19:資 本Pf7彳旻税制些よC)`優遇税制の資本収益率に対する影饗分析

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0
α
9

り
白

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6

7

0
)

.㎜
㎜
㎜
嬲

齲

餾

㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
器

嬲

㎜
㎜
㎜
㎜
礁

器

欝

嬲

欟

器

躡

  Base Gase      法人税       事業税  `   引当金 ・準備金税引き前 税引き後 
0の とき 影響比率 0の とき 影響比率 0の とき 影響比率

㎜
鏘
耀
㎜
獵
黜
㍊
鮴
嬲
器
欄
㎜
器
躍
㎜
爆
號
襯
蠏
鴒

0

0

0

α

0

α

0

0
。
0

0

α

α

0

α

0
,
α

α

α

0
,
α

α

0
。
α

α

0
.
α

α

α

α

α

α

α

α

α

α

α

期
欟

欟

榲

欄

獵

器

鸚
儲

㎜
器

蹣
㈱
縄

臨

黜

㎜
㎜
㎜
櫑

題

㎜

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

α

α

α

α

α

α

α

α

0
,
0
。
0
。
α

α

α

α

㎜
㎜
㎜㎜
騰

㎜
㎜
黼

鑼

㎜
縢

㎜㎜
朧

躡
驪

蹴
攤

膿

繼

嬲
攤
攤

撒

繍
欄欄
攜

撚

糶

欄

欝
㈱㎜羅

隰

㎜驪

黼

欄
㎜驪

…驪

黼

驪

跚
㎜

礁

儲

器

㎜
㎜
㎜
…
…
㎜
㎜
鷺

…
㎜
躍

…
…
膿

臨

…
…
響

㎜
㎜
隅

㎜
㎜
…

』

℃

蹴

℃

a

亀

亀

亀

蹴

∬

亀
亀

蹴

a
蹴

亀

亀

蹴

亀

蹴

a

亀

4

臓

亀

蹴

亀

a

亀

亀

蹴

蹴
亀

亀

a

a

㎜
㎜
㎜
鵬㎜
㎜
…
黼

…
㎜
㎜
黼

騰

㎜㎜
㎜
㎜驪

㎜
飜

繊

㎜
膿

0.0147

0.017s

O.017

0.0138

0.0124

0.0111

0.0109

0.0126

0.0146

0.ols7

0.01.71

0.0143

0.0159

0.0242

0.0255

0.0124

0.014`?

0.0120

0.0125

0.0183

0.0175

0.0113

0.oloh

O.0091

0.0090

0.0081

0.0070

0.0085

0.0094

0.0107

0.0104

0.0083

0.0068

0.0143

0.0189

0.0106

4G



 また一国全体での資本サー ビス価格の推移を示したものが図4で ある。ここでは土地資産を含まないも
とでの資本サー ビス価格(第6 .3節でのCaseO)と 含んだもの(第6 .3節でのC乱se2)の 両者を示 している

が、比較す るとキャピタルゲイ ンを調整 した ここでの推計値 も短期的な変動は相対的 に大きな もの とな
っ

ている(一 国全体での資本サー ビス価格の各年代の平均値 は ユ985年 値を1 .0と した とき、前者および後者

鋸 れ 糊 三代0・769・0・506・70年 代0・882・0:77'・80/9・ 年 代 ・・981・1.・75と な って い る 一一脚 注34
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                 図4:資 本サービス価格の推移

 ここでも各種税制および優遇税制による効果を分析することにしよう。各種税制の一国全体での資本サー
ビス価格集計値の成長率に与える影響を分析 したものが表20で ある

。表の上段は、先述の資本収益率 に対
する税制影響分析 と同様 に、他 の実効税率は観察値のままで、ある一っの税率 を0に した とき求め られ る

仮想的な資本サー ビス価格成長率か ら図4で の資本サー ビス価格成長率との差によって影響 を示 している
。ただ し法定償却率

については・実効償却率の値を利月」した ときの影響を計測 してい る(表16に みた ように

ほとんどの産業で法定償却率は実効償却率 を上回っているので
、法定償却率 と実効償却率の正の乖離 によ

る一耐用年数短縮 による一影響を示 している)。 資本サー ビス価格成 長率 に対 して影響の もっとも大きな

税制は・法人税である・ 法人税による影響をみ ると196α61年 で もっと慣 本サー ビス価格 ＼の影響が大

き く62・4%低 下させ・以降3(MO%程 の低下要 因になってい る。 しか し1985.86年 ではむ しろ微小だけ上昇

要 因になってい る。法人税の資本サー ビス価格へ の影響はその方向性が一律ではない(微 係数は他の条件

に依存 して正負 ともにな りうる)G・ っ ともシンプノレな非償却館 の資本サー ビス価格(26)式 をみ ると
、キ

ャピタル ゲインが大 きな ときには法人税の導入は資本サー ビス価格 を低下させ
、逆にキャピタルロスが

あるときには資本サー ビス価格を上昇 させ る。実際には、当該時点の税 引き前資本収益率、資本財取得価

格お よびキャピタルゲイ ン・将来の減価償却現在価値((66)式 の 誰)
、他の実効税率な どに依存 して、法

人税の影響の方向性が異 なる(こ の ことは税引き後資本収益率に影響を与える事業税
、引当金 ・準備金制

度利用率 も同様 である)・ 事業税 も同様に1960-61年 で10 .3%、1975.76年 では16 .6%ほ どの資本サー ビス

価格の下落要因となってお り、1985-86年 では若干の上昇要因となってい る。資本所得に対する優遇税制で
ある引当金 ・準備金制度では、逆に税引き後の資本収益率を押 し上げることによって

、資本サー ビス価格
の上昇要因(1960-61年2 .7%、1975-76年0.8%)と なっている。 しか し1985-86年0 .3%、1990-91年 では
0.1%ほ どの低下をもた らしているr,



_表 一20:各種税担お室び優遇税制の資杢サービス但格成長率に対する影響分析
実効尺一ズー 一

    法人税 事業税  引当金  取得税  資産税  特別償却 法定償却1)
1960-61

1965-66

1970-71

1975-76

1980-81

1985-86

1990-91

一〇.62399  -0.10291   0.02690

-0 .31273   -0.08644   0.00932

-0 .26684  -0.07033   0.01094

-0 .44390  -0.16550   0.00838

-0 .25689  -0.03846   0 .00133

0.00027   0.002;3   -0.00293

-0 .11220  -0.04174  -0.00081

0.00138

0.00172

0.00253

0.00506

0.00569

0.00565

0.00596

1%シ ミ三レーション

    法人税  事業税  引当金  取得税

0.00573  -0.00151   -0.01223
0.00895  -0.00221   -0.01468

0.00811  -0.00360   -0.02466

0.0?187  -0.00468   -0.04340

0.01790   -0.00186   -0.03193

0.02650  -0.00129   -0.039;8

0.02640   -0.00185   -0.03868

資 産 税

0.00006

0.ooooo

o.oooos

O.00021

0.00018

0.oooss

O.00026

特別償却  法定償却
1960-61  -0.01305

1965-66  -0.00571

1970-71  -0.00450

1975-76   -0.01008

1980-81  -0.00226

1985-86  -0.00011

1990-91  -0.00182

一〇.00132

-0 .00107

-0.00087

-0.00233

-0 .00062

-0.00001

-0 .00051

0.00023

0.ooooo

o.oooll

O.00008

0.ooool

-0 .00003

-0.00001

0.00001

0.ooooz

O.0000

0.00005

0.ooooh

o.oooos

O.00006
1)実効ベースでの法定償却率ぼ霙瀰 率との乖離分の評価

_0 .00002

-0 .00002

-0 .00004

-0 .00005

-o .oooo?

一〇.ooool

-0 .0000?

一〇.00076

-o .oooh

-o.oooso

-o .oooso

-0.00136

-o .oooso

-0 .00132

 一方、各種取得税および各種固定資産税は資本サービス価格の上昇要因、特別償却制度は低下要因であ
り、その影響の方向性 は一律 である。取得税では1960-61年0 .14%、1975-76年0.51%、1990-91年0.60%の

上昇要因 となってい る。同様 に固定資産税でも同期間でそれぞれ0 .57%、2.19%、2.64%だ け資本サー ビス

価格を上昇 させてい る。資本サー ビス価格への影響 としては、実効固定資産税 は実効取得税の約4倍 の上

昇要因であるが、ともに資本所得課税である法人税 ・事業税の影響か ら比較すると小 さなものである。 これ
は第4.3節 および第4.4節 の実効税率計測 の際に述べた ように、実際には非課税である土地などを本推計で

は産業に帰属 させていることによって、計測 された実効税率が基本税率よ りもかな り過小 になってい るこ

とが一因であると考 え られ る。 も うひ とっの優遇税制である特別償却制度をみ ると、1960-61年 で0,15%、

ユ975-76年0。47%、1990-91年0.19%の 資本サー ビス価格 の低下をもた らしているが、表11で の特別償却

制度利用率の推移 と整合的に1970年 代 に影響が強 く、近年では小 さな ものである。 また法定償却率が実効

償却率を上回 ってい ること(企 業会計上の耐用年数 の縮小)に よる影響 は、1960.61年 で1.22%、1975-76

年4.34%、1990-91年3.87%の 資本サー ビス価格の低下要因 となっている。第5.2節 での法定償却率 と実効

償却率の差は時系列的に拡大 していたが、図3の よ うに税 引き後資本収益率(割 引率)の 低下傾向 によっ

て、資本サー ビス価格 の低下効果は1975-76年 が もっとも大きな耄,のになっている。

 また表20の 下段ではひ とっのシミュレーシ ョンとして、現実の実効税率 あるいは償却率か らそれぞれ限

界的に1%上 昇 させた ときの資本サー ビス価格成長率への影響(弾 性値)を 示 している。限界的な法人税率
上昇 による資本サー ビス価格 の低下率は1960-6ユ 年1 .31%、1975-76年1.0ユ%、1990-9ユ 年0 .18%と なって

お り、実効ベースで法人税 の影響が微小なプラスであった1985-86年 で も限界的な法人税率上昇によって微

小なマイナス効果 を持 ってい る。事業税で も同様 で、同期間それぞれ0 .13%、0.23%、0.05%の 低下をもた

らす。引当金 ・準備金制度利用率の影響は1960-61年0 .023%、1975-76年0.008%の.卜 昇、199(X91年 では

0.001%の 低下と限界的な影響でも実効ベース と同様の傾 向を示 してい る。また取得税、固定資産税ではそれ

ぞれ0・001-0.006%、0.006-0.038%と 微小 な上昇要因となる.特 別償却制度利用率の上昇 も0 .00ユーo.005%の

資本サー ビス価格 の微小な低下をもた らす。法定償却率の上昇(耐 用年数の短縮)は0 .06-0.14%の 価格低

下効果 となっている。

 では次に産業別資本収益率についてみることにしよう。各年代の平均値をまとめたものが、税引き前資
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本収益率については表21、 税 引き後資本収益率にっいては表22で ある、第1次 オイルシ ョック時を境に前

期 と後期では、税 引き前資本収益率では16 .皮革製品製造業を除 くすべての産 業で、税 引き後資本収益率

ではすべての産業で低 下 している。 特にその前後で税引き後資本収益率の下落率が大きいのは
、13.石 油

製品製造業(前 期X1.1%か ら後期6.8%へ と8割 弱低下)と14 .石 炭製 品製造業(同26.7%か ら8 .1%と7

割弱低下)で ある。また第1次 オイルシ ョック以降にっいて税 引き前 と税 引き後の産業別 平均資本収益率

の比較をお こなった ものが図5で ある。 産業別に資本所得課税の実効税率お よび引当金 ・準備金制度利用

率に相違があるため、税 引き前 と税 引き後 の差が小 さい産業は1 .農 林水産業、2.石 炭鉱業、3 .そ の他鉱

業、28.鉄 道輸送業、29.道 路輸送業、30.航 空輸送業、33 .電力業、34.ガ ス業などである(43 .公務は非課

税 なので一致)。1974.92年 で税引き後割引率が相対的に高い産業は、3.そ の他鉱業(23.7%)、4.建 設業

(15.2%)、37.金 融保険業(14.1%)、42.そ の他サー ビス業(12 .6%)、16.皮 革製 品製造業(1n%)、22 .
電気機械製品製造業(10・6%)で あ り、逆に低い産業は、29.水 運業(2.7%)、28.道 路輸送業(2.9%)、30 .

航空輸送(3.6%)、6.繊 維製造業(3.8%)、27 .鉄道輸送業(4.4%)、35.水 道供給業(4 .6%)、20.金 属製

品製造業(4.5%)と なってい る。

                               1}
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一 一      一  一  門   τ         ρ     一   _一  一                  一 一 『 一一一i一 一一一   一一      一      『 一

膃 11 1
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圏税引き後

田
135791113151719212・32527293113133537

、39414.3

           図5:産 業別平均資本収益率の比較(オ イルショック後)   一 一 一一  一

 土地資産を含めたもとで計測された産業別資本サービス価格にっいて、各年代の期間平均値をまとめた
ものが表23で ある。第1次 オイル シ ョック時を境 に前期か ら後期への資本サー ビス価格を比較す ると

、そ
の後期では一部 の産業(2 .石炭鉱業、20.金 属製品製造業、25 .精密機械 など)を 除き、税引き後資本収益

率の低下にも関わ らず多 くの産業の資本サー ビス価格が高 くなってい る。産業別資本サー ビス価格の年平

均成長率 については、表24の とお りである。1965-70年 、75-80年 、85-90年 で多 くの産業で資本サー ビス

価格の上昇傾 向、197(1-75年 、1990-92年 では低下傾向にある。

 また資産別資本サー ビス価格 の各年代 における期間平均値が表25で あ る(1985年 を1.0と している)。
土地を含めたケース(上 段)と 除いたケース(下 段)で は特 に1 .動植物の計測値が大きく異なる。また8 .

電気機i械、9.自 動車な ど資本サー ビス価格のほぼ低下傾向がみ られ ることは共通 してお り、1980年 以降は

安定的 に推移 し、1990年 以降低 下 していることは特筆すべきことで ある。また地 目別 土地資産については

すべて第 ユ次オイル シ ョック時を境 に前期か ら後期へ価格が上昇 しているが、14.農 用地 、17.住 宅地では

199〔1-92年で急速な上昇 をみせている。
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表21:産 業別期間平均資本収益率(税 引き前)

1.林 水.

2.石 炭 鉱 業

3.他 鉱 業

4.建 設

5.食 料 品

6.繊 維

7.衣 服

8.木 材

9.家 具

10.紙 パ ル プ

11.出 版 印 刷

12.化 学

13.石 油 製 品

14.石 炭 製 品

15.ゴ ム 製 品

16.皮 革 製 品

17.窯 業 土 石

18.鉄 鋼

19.非 鉄

20。 金 属

21.一 般 機 械

22.電 気 機 械

23.自 動 車

24.他 輸 送 機

25.精 密 機 械

26.他 製 造 業

27.鉄 道 輸 送

28,道 路 輸 送

29.水 運

30.航 空 輸 送

31.倉 庫 他

32,通 信

33.電 力

34.ガ ス

35.水 道

36.商 業

37.金 融

38,不 動 産

39.教 育

40.研 究

41,医 療

42.他 サ ー ビ

43.公 務
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表22:産 業別期間平均資本収益率(税 引き後)
1960-64 1965-69 1970-74 1975-79 1980-84 1985-89

1.農 林 水

2.石 炭 鉱 業

3.他 鉱 業

4.建 設

5.食 料 品

6.繊 維

7.衣 服

8.木 材

9.家 具

10.紙 ノくル プ

11.出 版 印 刷

12.化 学

13.石 油 製 品

14.石 炭 製 品

15.ゴ ム 製 品

16.皮 革 製 品

17.窯 業 土 石

18.鉄 鋼

19.非 鉄

20.金 属

21.一 一.般機 械

22.電 気 機 械

23.自 動 車

24.他 輸 送 機

25.精 密 機 械

26.他 製 造 業

27.鉄 道 輸 送

28.道 路 輸 送

29.水 運

30.航 空 輸 送

31.倉 庫 他

32.通 信

33.電 力

34.ガ ス

35.水 道

36.商 業

37.金 融

38.不 動 産

39.教 育

40.研 究

41.医 療

42.他 サ ー ビ

43.公 務
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表23:産 業別期間平均資本サービス価格
1960-64 1965-69 1970-74 1975-79 1980-84 1985-89

1.農 林 水

2.石 炭 鉱 業

3,他 鉱 業

4.建 設

5.食 料 品

6.繊 維

7.衣 服

8.木 材

9.家 具

10.紙 ノ6ル プ

11.出 版 印 刷

12.化 学

13.石 油 製 品

14.石 炭 製 品

15.ゴ ム 製 品

16.皮 革 製 品

17.窯 業 土 石

18.鉄 鋼

19。非 鉄

20.金 属

21.一 般 機 械

22.電 気 機 械

23.自 動 車

24.他 輸 送 機

25,精 密 機 械

26.他 製 造 業

27.鉄 道 輸 送

28.道 路 輸 送

29.水 運

30.航 空 輸 送

31.倉 庫 他

32.通 信

33.電 力

34.ガ ス

35.水 道

36.商 業

37.金 融

38.不 動 産

39.教 育

40.研 究

41.医 療

42.他 サ ー ビ

43.公 務
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表24・ 産業晏1」資杢サービス但.塑 年平均威長率
1960-65

1.農 林 水

2.石 炭 鉱 業

3.他 鉱 業

4.建 設

5.食 料 品

6。繊 維

7.衣 服

8。木 材

9。家 具

10.紙 ノミル プ

11.出 版 印 刷

12.化 学

13.石 油 製 品

14.石 炭 製 品

15.ゴ ム 製 品

16.皮 革 製 品

17.窯 業 土 石

18.鉄 鋼

19.非 鉄

20.金 属

21.一 般 機 械

22.電 気 機 械

23.自 動 車

24.他 輸 送 機

25,精 密 機 械

26.他 製 造 業

27.鉄 道 輸 送

28.道 路 輸 送

29.水 運

30.航 空 輸 送

31.倉 庫 他

32.通 信

33.電 力

34.ガ ス

35.水 道

36.商 業

37.金 融

38.不 動 産

39.教 育

40.研 究

41.医 療

42.他 サ ー ビ

43.公 務
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表25:資 産別期間平均資本サー ビス価格

王地を含めだ計測

            1960-64

1.動 植 物

2.建 設物

3。繊維製品

4。木製 品

5.家 具

6.金 属製品

7,一 般 機械

8.電 気機械

9.自 動車

10.他 輸 送機械

11.精 密 機械

12.他 製 品

13.在 庫

14,農 用 地

15.工 業 用地

16.商 業用地

17.住 宅地

1965-69 1970-74 1975-79 1980-84 1985-89 1990-92 19FO-73 1974-92
0.4091

0.4897

0.3504

0.4476

0.4179

0.6954

1.0386

1.5430

0.8773

0.5927

1.2113

0.6759

0.7189

0.5332

0.2021

0.1130

0.1993

土地 を除い.た訐測

            1960-64

0.5639

0.5512

0.3761

0.5776

0.XO96

0.6971

0.9569

1.2815

0.sh77

0.4215

1.1348

0.7543

0.6978

0.8544

0.5011

0.2729

0.1439

0.7745

0.7771

0.X955

0.8683

0.6745

0.7,04

1.0651

L4216

1.0106

0.7421

1.2133

0.7705

0.9617

0.8442

0.5891

0.5164

0.1817

0.8324

0.5320

0.7061

0.8560

0.8319

0.87F9

1.0629

1.0230

0.9773

0.9441

1.1047

0.85F8

0.6294

2.4566

0.9982

0.8946

0.8743

1.1370

1.1039

0.9205

1.2041

1.0577

1.0322

1.1812

1.0642

1.0728

0.803i

1.19E

1.0682

0.7590

0.8412

0.8207

0.8329

0.4458

LOX45

1.08?6

1.044?

1.021

1.0842

1.0733

1.1497

1.0495

0.97F8

1.1350

LO99a

1.0858

1.007?

1.8380

0.9566

1.0010

1。0653

1.08,9

1.2613

1.1197

1.2153

1.2003

1.1597

1.2348

0.9115

0.9669

0.9719

1.0722

1.0783

0.s7so

3.5140

1.5256

1.2830

2.F937

0.1859

0.5766

0.4182

0.5754

0.5119,

0.7284

1.0404

1.4423

0.9157

0.5285

1.1843

0.7562

0.791E

O.7368

0.4063

0.2742

0.1;91

0.9954

0.9681

0.9193

1.0771

1.0165

0.9952

1.1269

1.0240

0.9997

0.9848

1.1185

0.9845

0.8109

1.9508

1.0120

0.9560

1.0740

一
1.一動 稙物.一.一

2.建 設物

3.繊 維 製品

4.木 製 品

5.家 具

6.金 属 製品

7.一・般 機械

8,電 気機械

9.自 動車

10.他 輸 送機械

11.精 密 機械

12.他 製 品

1965-69 1970-74 1975-79 1980-84 1985-89 1990-92 1960-73

1.4888

0.4393

0.JJJI

O.5412

0.4681

0.7420

1.6250

1.9031

1.1301

0.glos

1.4752

0.7548

1.5897

0.6335

0.5499

0.8095

0.X983

0.8428

1.5173

1.8267

1.1163

0.6340

1.477?

1.04F3

1.1973

0.7276

0。6757

1.0024

0.7244

0.700s

1..678

1.F,464

1.1697

0.7989

1.3029

0.9935

1.3734

0.7160

0.800

0.892?

0.879`?

0.8514

1.1887

L1236

1.0719

0.8894

1.1836

0.9855

資本 サー 百ス 価格 は各 賚産`1985年 値.を.1.0』と一す る

1.0806

0.9069

0.8959

1.1329

LOO55

0.9329

1.1067

0.9869

1.0487

0.7853

1.0690

1.0155

0.9846

0.9963

1.0223

0.9917

1.0488

1.0286

1.1082

0.9789

0.9747

1.0844

LO332

1.0109

1974-92

0.88F;3

1.0239

1.OF 2

1.1206

1.0956

1.0461

1.1397

0.7863

0.9493

0,8230

0.9360

0.9166

1.4689

0.5877

0.5799

0.7426

0.5807

0.7866

1.;397

1.8402

1.149E

O.711

1.4422

0.9613

1.0877

0.8916

0.9250

1.0429

0.9884

0.9273

1.1280

0.9960

1.0163

0.9210

1.0696

0.9644

9
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7 結 論 と 課 題 と し て

 本稿では直接観察困難な資本サービス価格に対して、複合的な仮説のもとで計測をおこなってきたCわ
れわれが観測可能な諸変数一新規投資額、資産別取得価格、産業別資本所得等一は、実際には企業所得、
資産取得あるいは保有に賦課される複雑な税体系および各種優遇税制によって影響を受けたもとでの観察

値であり、それを記述するモデルを必要とする。ここでは新古典派理論における双対的な資本サービス量

および資本サービス価格の理論図式に基づき、我が国の企業税制一怯 人税、法人住民税、事業税、取得税、
固定資産税など一と優遇税制一引当金 ・準備,:.制度、特別償却制度一を考慮 したもとでモデル体系の拡張

をおこなっている。そのモデルのもとで、観察される資料から各種理論変数概念と可能な限り整合的にな

るべく具体的な各種変数を計測し、1960-92年 にわたって産業別資産別資本サービス価格を計測 した
。

 資本収益率および資本サービス価格の計測結果から得 られた結論は次のように要約される、,

 ・資本収益率の時系列的な傾向としては、税引き前および税引き後ともに1960年 代から第1次 オイル

  ショック時までの上昇・それ以降の急速な低下である。1980年 代中頃か らは、上昇に転 じ1989年 の

  バブル崩壊をピークにして再び低下している。

 ●税引き後資本収益率は、実効法人税率の上昇を主因として1980年 以降には低下傾向が加速している。

  引当金 ・準備金利用率の低下も要因の一つである。

 ・一倒 全体の資本サービス価格に税体系の導入が与える影響は、軽微なものにとどまっているが、産業

  別資本サービス価格の跛行性を弱め、資産別資本サー ビス価格の跛行性を強めている。

 ・資本サー ビス価格において産業間での資本収益率均等化を仮定することは、計測結果からみると適切

  とは言えない・この観測期間において資本収益率は横断面的にも時系列的にも産業別の跛行性が大き
  なものであった。

 ・再生産有形固定資産に限らず、土地資産を含めたとき、…国全体の集計量では税引き後資本収益率を

  大1畠に低下させ、資本サー ビス価格を大きく変動 させ る。我が国の地価の上昇、およびそれによる

  キャピタルゲインが資本サービス価格の不安定性を増づ■

 ・電気機械、自動車などの資産では、ユ980年以降資本サービス価格は安定的に推移 し、ユ990年以降低
  下している。

 課題 として残 された問題点は、理論図式としての土地を含めた際の資本サービス価格の定式化を再考す
る必要があるだろ う。 土地のキャピタル ゲイ ンの扱い、土地収益の計.トの問題 、土地 ス トックの計測の精

度や帰属の扱いな ど、本稿では課題 として残 されたままである.そ のためにも、理論 図式 と観察事実 との

よ り整合的な対応 を求めねばなるまいn
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